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本報告書では，高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発のうち，深地層の科学的研

究の一環として実施している地質環境の長期安定性に関する研究について，第4期中長期目標期間（令
和 4 年度～令和 10 年度）における令和 4 年度に実施した研究開発に係る成果を取りまとめたものであ
る。第 4期中長期目標期間における研究の実施にあたっては，地層処分事業における概要・精密調査や
国の安全規制に対し研究成果を適時反映できるよう，(1)調査技術の開発・体系化，(2)長期予測・影響評
価モデルの開発，(3)年代測定技術の開発の三つの枠組みで研究開発を進めている。本報告書では，そ
れぞれの研究分野に係る科学的・技術的背景を解説するとともに，主な研究成果等について取りまとめ

た。
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1. はじめに

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地殻変動や火成活動が活発であ

ることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」に「性能に

余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構, 19991)：以下，「第

2 次取りまとめ」）。すなわち，まず自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な隔離機能が
損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や想定される

それらの長期的な変化を見込んだ上で，合理的な地層処分システムを構築し，長期的な安全性を確認

することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運動に伴う

岩盤の破壊等，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻変動等に

よって生じる地質環境（例えば，熱環境，力学場，水理場，化学場）の長期的な変化を予測・評価してお

くことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，1988 年より「深地層の科学
的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発である地質環境の長期安定性に関する研究

を進めてきた。

このうち，1999年 11月に報告した第 2次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報
や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定等を補足的に実施し，過去から現在までの活動の中

に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模等を検討した。

その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。また，

その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代等に関する

全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構, 19992)）。第 2 次取りまとめ以降
については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」3)（以下，「最終処分法」）の成立や地層処

分事業の実施主体の設立等，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分

法に定められた最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件等を念頭に置きつつ，特に第 2
次取りまとめやその評価（例えば，原子力委員会 原子力バックエンド対策専門部会 , 20004)；

OECD/NEA, 19995)）の過程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに 2002年
には，当時の我が国の規制機関である原子力安全委員会から文献調査段階の予定地の選定に係る要

件となる「高レベル放射性廃棄物処分の概要調査地区選定段階において考慮すべき環境要件について」

（原子力安全委員会, 20026)：以下，「環境要件」）が示されたが，実施主体ではこれらを受けて「概要調査

地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構, 20027)）を公表した。その一方で，「廃棄物安全小

委員会報告書―高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて―」（総合資源エネル

ギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 20038)）や「放射性廃棄物処理・処分に係る

規制支援研究について」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 
20099)）等により，安全規制にとって重要な研究分野や課題が示される等，研究開発を進めていく上での

方向性や研究課題がさらに明確にされてきた。

しかしながら，2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震及び東京電力福島第一原子力発
電所事故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況が大きく変化

した。「今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る取組について（見解）」（原子力委員会, 201210)）

では，「高レベル放射性廃棄物の処分について（回答）」（日本学術会議, 201211)）を踏まえ，現段階での

地球科学分野の最新の知見を考慮しつつ，地層処分の実現可能性について調査研究し，その成果を国

民と共有すべきとの指摘がなされた。さらに，「今後の原子力研究開発の在り方について（見解）」（原子

力委員会, 201212)）では，処分施設立地地域の地質条件を保守的に予想した上で，十分に安全を確保し

- 1 -
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ていくことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。このような背景のも

と，総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処分技術ワーキング

グループを設置し，専門家による地層処分技術の再評価と今後の研究開発課題の検討が行われ，「最

新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価―地質環境特性及び地質環境の長期安定性につい

て―」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキング

グループ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層処分にとって好ましい地質環境特性を有する地域

が我が国にも存在することが改めて示された。しかしながら，地層処分の技術的信頼性を向上させるため，

今後の地層処分事業の取り組みと並行した研究開発の必要性も併せて示された。さらに，平成 28年 5月
に原子力委員会の下に設置された放射性廃棄物専門部会では，地層処分に関する研究開発について，

関係機関間の一層の連携強化，計画策定における処分事業実施主体の一層のリーダーシップの発揮，

継続的な人材確保・育成への取り組みの重要性，などが提言されている（原子力委員会, 201614））。

これらの背景を踏まえ，地層処分関係研究・行政機関，実施主体，外部有識者が参画する地層処分

研究開発調整会議において，今後重点的に取り組むべき研究開発項目が議論され，5 年ごとに「地層処
分研究開発に関する全体計画（平成 30年度～平成 34年度）」（経済産業省資源エネルギー庁 地層処

分研究開発調整会議, 201815)），「地層処分研究開発に関する全体計画（令和 5 年度～令和 9 年度）」
（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）（以下，「全体計画」）が提示され

ている。さらに，平成 29 年 7 月には「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201717)）が公

表されるとともに，実施主体からは，サイト調査から処分場の設計・建設・操業・閉鎖，さらには閉鎖後の長

期間にわたる安全確保に関し，これまでに蓄積された科学的知見や技術を統合して包括的に説明した

「包括的技術報告書」が 2021年 2月に公表されている（原子力発電環境整備機構, 202118)）。一方，2012
年に発足した現在の我が国の規制機関である原子力規制委員会においても，地層処分において安全確

保上少なくとも考慮されるべき事項（断層運動，火山現象，侵食等）が提示されている（原子力規制委員

会, 202219)）。

地質環境の長期安定性に関する研究では，最新の科学的知見を取り込んだ全国レベルでの自然現

象に関するデータベースの更新や個別現象の理解といった基盤的な研究に加え，サイト選定や安全評

価に必要となる調査技術や評価手法の整備にも重点をおいて研究を進めてきた。具体的には，地層処

分事業における概要・精密調査や国の安全規制に対し研究成果を反映できるよう，(1)自然現象に関する
過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整備（調査技術の開発・体系化），(2)将来
の自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの

開発）のほか，(3)最先端の分析装置等を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年
技術の高度化（年代測定技術の開発）を進めてきた。

第 3 期中長期目標期間においては，第 2 期中期目標期間までに挙げた研究成果や，国の審議会に
おいて提示された研究課題（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地

層処分技術ワーキンググループ, 201413)）に基づき，研究計画を策定した（梅田ほか, 201520)）。さらにそ

の後，地層処分研究開発調整会議において整理された全体計画にも対応すべく，研究開発を進めてき

た。研究開発に当たっては，原子力機構東濃地科学センター土岐地球年代学研究所において整備され

た施設・設備・機器を活用して効果的に成果を挙げることに留意した。

その結果，マグマの影響範囲を把握するための地磁気・地電流法等に基づく調査手法の整備，深部

流体の移動・流入に係る地震・地質学的解析手法の整備，地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性を

把握するための測地・地形・地質学的解析手法の整備，熱年代法や宇宙線生成核種法等による内陸～

沿岸部における隆起・侵食の調査・評価技術の整備等を進めることができ，一部に発展的な課題を残し
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つつも，平成 30 年度～平成 34 年度の全体計画で提示された課題について概ね，成果を提示すること
ができた。第 3 期中長期目標期間までに得られた成果については，原子力機構の地層処分技術に関す
る研究開発情報と成果を取りまとめた CoolRepR4（https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html）において
公開されている。

一方，令和 2 年に文献調査が始まり，今後近いうちに，複数の地点で同時並行的に概要調査が行わ
れる可能性が考えられる状況となってきているが，我が国の地質環境は火山や活断層の分布，隆起・侵

食の特徴や地下地質等において地域ごとに大きな違いがある。そのため，地質環境の大きく異なる各サ

イトにおける自然現象の影響評価に的確に対応できるよう，最先端の科学的知見を常に取り入れながら，

幅広い調査・評価技術を整備しておく必要がある。さらに，各自然現象間の相互関係を考慮した総合的

な調査・評価としてパッケージで示すことも，個別技術の実用化の上で重要である。

そこで，第 4 期中長期目標期間においても，(1)調査技術の開発・体系化，(2)長期予測・影響評価モ
デルの開発，(3)年代測定技術の開発の三つの研究開発の柱に基づき，各個別技術の信頼性向上を図
るとともに，複数の個別技術を適切に組み合わせたアプローチによる評価手法を提示することにより，実

施主体や安全規制当局に対し的確に技術・知見が提供できる状況を維持していく。これらの技術につい

ては，地層処分分野への反映のみならず，原子力を取り巻く課題解決や地域防災等の社会のニーズへ

の対応も考慮して整備を行う。また，大学等研究機関との協働を進め，土岐地球年代学研究所に設置さ

れている施設・設備・機器の更なる利用促進を図るとともに，地球科学分野の研究成果の創出に貢献す

る。

本報告書では第 4期中長期目標期間（令和 4年度～令和 10年度）の初年度にあたる令和 4年度の
研究開発成果を取りまとめた。それぞれの研究において科学的・技術的背景を解説するとともに，課題を

克服するための実施内容，研究成果，今後の課題等について報告する。なお，本内容のうち，2.1.1，
2.1.3，2.2.1，2.2.2，2.3.2 は，経済産業省からの受託事業「令和 4 年度高レベル放射性廃棄物等の地層
処分に関する技術開発事業（地質環境長期安定性評価技術高度化開発）」の成果である。また，2.3.1 及
び 2.3.4の成果の一部にも，当該受託事業の成果が含まれている。
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2. 令和 4年度の研究成果

2.1 調査技術の開発・体系化

2.1.1 断層の活動性に係る調査技術

(1) はじめに

地層処分サイト選定に際しては，活断層を避けることが基本となるが，概要調査や精密調査において

は，ボーリングや坑道掘削中に新たに遭遇した断層の活動性の評価が求められることも考えられる。この

場合，断層変位の有無の判定に係る年代既知の被覆層を伴わないことも多いため，断層破砕帯内物質

を用いた鉱物学・地球化学・年代学的手法の適用がしばしば検討される。本研究では，このような破砕帯

内物質を用いた断層活動性評価について，従来手法の高度化や新しい手法の開発を通じ，適用性を拡

充するとともに，評価手法の信頼性の向上を図る。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

破砕帯内物質を用いた断層活動性評価のうち，化学組成に基づくアプローチについては，断層ガウジ

の化学組成データを基に機械学習の手法を適用することで活断層と非活断層を判別する新たな手法が

提案され（立石ほか, 20211)），客観的かつ効率的な手法として有望であるとの見通しが得られている（原

子力機構・電力中央研究所, 20222)）。ただし手法の確立のためには，適用事例の拡充に加え，破砕帯内

物質における元素移動のメカニズムの解明が課題である。これまでの検討から，TiO₂，MnO，Na₂O，K₂O，
Rbの5成分が判別に大きく寄与する成分として挙げられた（原子力機構・電力中央研究所, 20233)）ため，

主にこれらの元素の断層ガウジ中における存在状態を明らかにする目的で，粘土鉱物中の層間イオンを

把握するための交換性陽イオンの分析，レーザーアブレーション装置と四重極型誘導結合プラズマ質量

分析装置を組み合わせた元素イメージングなどを実施してきた（原子力機構・電力中央研究所, 20222)）。

令和 4年度はさらに，断層ガウジ試料を<2 μmの細粒部と>62 μmの粗粒部に分けて蛍光 X線（XRF）分
析を行うことにより，各元素の断層ガウジ中での存在状態を検討することにした。断層ガウジの場合，<2
μm の細粒部には粘土鉱物が，>62 μm の粗粒部には石英・長石などの砕屑粒子が濃集すると予想され
る。Tiや Mn は Rb，Sr など 1価や 2価の陽イオンを取りやすい元素と異なり，交換性陽イオンの分析で
抽出できると考えにくかったことから，本手法により，これらの成分の存在状態が検討できると考えた。

(3) 実施内容・結果

試料は五助橋断層（活断層）から採取された GSK1，GSK3（浅森ほか, 20124)），六甲断層（活断層）か

ら採取された FSW1（田中ほか, 20185)の船坂西露頭の F1），六甲花崗岩中の断層（非活断層）から採取
された HRK1，HRK3（田中ほか, 20185)の K-3露頭の F1），広島花崗岩中の断層（非活断層）から採取さ
れた 15042102-2，15042103-1，15042103-3（植木ほか, 20166)）を用いた。採取試料は，ふるいと水ひ法を

用いて粗粒部と細粒部にそれぞれ分離した。分離した試料のうち粗粒部は土岐地球年代学研究所設置

の高速粉砕機（安井器械株式会社製マルチビーズショッカーPV1001(S)）を用いて粉砕した。試料への
異質物の混染を防ぐため，試料はポリカーボネート製の粉砕容器に入れ，粉砕にはめのう製のコーンを

用いた。

粉砕後の粗粒部及び細粒部の試料は，希釈率 1：2のガラスビードを作成し，土岐地球年代学研究所
設置の蛍光 X 線分析装置（株式会社リガク製 ZSX PrimusⅡ）を使用して分析を行った。ガラスビードの
作成方法及び分析方法は清水ほか（20177)）に従った。分析は，主成分（SiO₂，TiO₂，Al₂O₃，Fe₂O₃，MnO，
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MgO，CaO，Na₂O，K2O，P₂O₅の 10 成分）と微量成分（Ba，Ce，Co，Cr，Ga，Nb，Ni，Pb，Rb，Sc，Sr，Th，
U，V，Y，Zr の 16 成分）について行ったが，ここでは特に機械学習に基づいた検討から判別に大きく寄
与する成分として挙げられた，TiO₂，MnO，Na₂O，K₂O，Rb について報告する。分析条件，分析誤差など
については，清水ほか（20177)）に準ずる。

XRF分析の結果を表 2.1.1-1及び図 2.1.1-1に示す。TiO₂については，活断層試料の細粒部で最も濃
集しており，同じ試料で実施した元素イメージングの結果（原子力機構・電力中央研究所, 20233)）と整合

的である。Rb については非活断層試料の細粒部に最も濃集しており，元素イメージングの結果に加え，
令和 3年度に実施した交換性陽イオンの分析結果（原子力機構・電力中央研究所, 20222)）とも整合的で

ある。一方，MnOは，FSW1，HRK1，HRK3において粗粒部の試料のMnO濃度が高く，活断層/非活断

層での傾向の識別ができなかった。Na₂O，K₂O については，活断層/非活断層，粗粒部/細粒部で明瞭

な違いは見られなかった。

(4) 主な成果と課題

本研究では，活断層，非活断層の識別に影響する元素が，断層運動に伴い濃集，溶脱するメカニズム

を理解するため，両者の断層ガウジを粗粒部，細粒部に分級し，XRF 分析を行った。分析の結果，機械
学習において判別に大きく寄与する成分として検出された成分のうち，特に Ti と Rbについては，断層ガ
ウジの粘土鉱物に富む基質部分での存在状態が，活断層，非活断層とを識別するうえで重要であること

が見出された。今後は，断層運動に伴うこれらの成分の移動の原因を解明するため，水-岩石反応による
各成分の酸化・還元状態の変化や同位体分別を踏まえた検討，摩擦などによるこれらの成分の移動に係

る検討などが課題となる。
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表 2.1.1-1 <2 μmの細粒部と>62 μmの粗粒部に分級した試料の XRF分析結果

図 2.1.1-1 分級した試料の濃度プロット
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SiO2 TiO2 Al2O3 Fe2O3 MnO MgO CaO Na2O K2O P2O5 Ba Rb Sr
wt% wt% wt% wt% wt% wt% wt% wt% wt% wt% ppm ppm ppm

GSK1 <2μm 50.73 0.32 18.57 5.57 0.07 1.11 2.15 1.35 2.50 0.05 681 137 242
GSK1 >62μm 77.34 0.07 10.36 0.57 0.02 0.09 1.85 2.45 2.92 0.02 845 83 288
GSK3 <2μm 50.11 0.31 18.80 5.84 0.07 1.11 2.27 1.08 2.41 0.04 590 122 165
GSK3 >62μm 77.10 0.07 10.90 0.63 0.02 0.09 1.54 2.87 2.90 0.02 746 83 131
FSW1 <2µm 45.80 0.36 18.59 16.07 0.08 0.46 0.57 0.29 2.60 0.04 230 217 61
FSW1 >62µm 65.25 0.06 8.53 14.92 0.13 0.05 0.08 0.52 3.32 0.03 280 132 28
HRK1 <2µm 54.58 0.02 24.66 4.29 0.09 0.22 1.04 0.21 4.02 0.01 106 511 60
HRK1 >62µm 81.71 0.02 8.02 2.73 0.10 0.04 0.27 0.82 2.76 0.01 70 177 20
HRK3 <2µm 53.51 0.03 23.00 3.93 0.09 0.16 0.92 0.51 3.71 0.02 150 690 65
HRK3 >62µm 77.42 0.02 9.64 3.31 0.11 0.04 0.31 1.17 2.91 0.01 74 214 26
15042102-2 <2μm 53.57 0.17 23.12 4.57 0.04 1.68 1.60 0.90 3.76 0.02 190 463 61
15042102-2 >62μm 78.10 0.03 11.12 0.61 0.01 0.08 0.31 2.86 4.21 0.01 253 185 45
15042103-1 <2μm 51.36 0.16 21.85 3.13 0.07 1.69 1.26 0.89 3.86 0.03 267 610 73
15042103-1 >62μm 71.85 0.11 14.68 1.60 0.04 0.42 0.61 2.31 4.74 0.02 378 327 68
15042103-3 <2μm 53.42 0.14 19.85 2.34 0.04 1.85 1.36 0.71 3.19 0.02 284 529 64
15042103-3 >62μm 77.41 0.08 11.15 0.92 0.02 0.65 0.67 1.15 3.31 0.02 324 288 44
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2.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術

(1) はじめに

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象（例えば，断層運動，火山・火成活

動，熱水活動）の潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下深部にお

ける震源断層や高温流体（溶融体を含む）等の存否や構造をあらかじめ確認しておくための調査技術が

必要となる。特に，地殻中部に存在する微小地震の集中域や地殻深部に流体等が存在するような領域

の付近では，将来の活動によって，地殻浅所まで破断が伸展することやそれに伴って地下深部の高温流

体等が流入する可能性も考えられるため，これらに関連する地下深部の不均質構造を把握するための技

術基盤の整備を進める。

第 3 期中長期目標期間においては，地下深部の不均質構造を把握するための技術開発として，特に
地震波トモグラフィー法（例えば，原子力機構・電力中央研究所 , 20211)；産業技術総合研究所ほか, 
20192)）及び地磁気地電流（MT：Magnetotelluric）法電磁探査に基づく検討を進めてきた。MT 法につい
ては，第 3期中長期目標期間の中で，地下の流体賦存域の分布を把握するための手法の適用事例の蓄
積として，地震に伴い長期間の湧水が継続した事例として知られる 2011 年の福島県浜通りの地震の震
源域（Umeda, 20153)；Umeda et al., 20154)）や 1965年～1968年の長野県松代群発地震の震源域（原子
力機構・電力中央研究所, 20195)），震源断層と流体との関係を検討する事例として 2014 年長野県北部
地震の震源域（石丸ほか, 20196)），マグマの活動範囲の評価に資するための中国地方の青野山単成火

山群の分布域（原子力機構・電力中央研究所, 20207)）及び前弧域における深部流体の存否や分布を明

らかにするための九州を東西に横断する測線（石丸ほか, 20188)）において，それぞれ観測及び二次元比

抵抗解析を行い，適用事例を提示してきた。ただし MT 法では，電力系統等に代表される電気的構造物
により発生する電磁ノイズの混入により，解析結果の信頼性が低下するといった技術的な問題点がある。

こうした問題点の解決のため，第 3 期中長期目標期間において，連続ウェーブレット変換（CWT：
Continuous wavelet transform）や独立成分分析（ICA：Independent component analysis）を用いたMT法
観測データの品質の改善（Ogawa et al., 20219)）等についても取り組んできた。前者に関しては，観測時

系列にCWTを適用することで，スペクトル変換に伴う数値誤差を効果的に抑制しつつ非定常信号である
約 1 Hz未満の自然電磁場の応答を導出する方法を提案した（小川ほか, 202210)）。令和 4年度は，こうし
た数学的方法を組み合わせた MT法観測データ処理による独自のノイズ低減技術の整備及び改良を行
い，その成果を取りまとめた（Ogawa et al., 202311)）。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

MT法において，磁場と電場の両方に高い相関をもって混入するコヒーレントノイズが存在すると，観測
上非常に大きな障害となることが古くから知られている。こうした種類のノイズは，直流電化鉄道のほか，

高圧送電線，耕作地等での電気柵及びパイプラインの腐食防止等の電気設備を発生源とするため

（Oettinger et al., 200112)），国内においても遍在する。電磁場のコヒーレントノイズの間の相関関係を示す

インピーダンス（電磁場応答関数）は，同じく高い相関関係を有する自然電磁場間のインピーダンスとの

区別が困難である（Larsen et al., 199613)）。また，リモートリファレンス処理（Gamble et al., 197914)）は，目的

の観測地域におけるローカルノイズがそこから十分に離れた参照点で取得されたデータとは相関がほと

んど無いことを利用したノイズ低減方法として広く活用される。しかし，幅広い帯域で強大なエネルギーを

有するコヒーレントノイズが存在する場合自然信号に重畳しやすいため，実際の MT 法探査においては
この方法の適用だけでは十分なデータの品質改善には至らないことが多い（Pádua et al., 200215)；上嶋ほ
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か, 201016)）。

コヒーレントノイズをはじめとした強大なノイズの影響を抑制することを目標に，観測電磁場の自然信号

とノイズへの分解に基づいた MT 法観測データ処理技術が，近年盛んに報告されている。Li et al.（2020）17)

やWang et al.（2022）18)は，自然信号とノイズの波形を効果的に分離するために，変分的モード分解の適

用を提案した。さらに Li et al.（2022）19)は直交マッチング追跡に基づくスパースモデリングにより，特に除

去が困難とされる矩形波や三角波等の形状のノイズを検出しつつ自然信号の波形を高速に再構成でき

ることを報告した。しかし，これらの観測データ処理手法を用いても，要求される計算設定の恣意性や煩

雑さ（Zhang et al., 202120)）がある点や，ノイズの形状や振幅等に信号対雑音比（S/N 比：Signal-Noise 
ratio）の改善性能が左右されてしまう点（Li et al., 202219)）が依然課題として残っており，MT 法における
観測電磁場応答の品質を常に十分に改善できるとは限らない。

観測データを構成する源信号が互いに独立無相関であると仮定すると，自然信号またはノイズの情報を

抽出する問題は ICA を用いて解くことができる。そのうち周波数領域 ICA（FDICA：Frequency domain 
ICA）は，ICA を複素数に拡張して実行可能である。特に MT 法においては，磁場と電場の間の位相差
を評価することで両者が時間差を伴って観測されるものと考えるため，自然信号やノイズの畳み込み混合

として観測電磁場を扱うには FDICAの適用が望ましい（奥田・茂木, 201721)；Sato et al., 202122)）。観測デ

ータを入力値に設定して ICAを実行すると源信号の情報を持つ複数の成分（分離信号成分）が出力され
るため，それらのうちノイズに相当する成分を除去することで S/N 比が改善された観測データを再構成す
ることが可能である。しかし，分離信号成分からの値の減算が適切でない場合には，ノイズの影響を

受けた値の取りこぼしや除去すべきでない自然信号の値の損失につながり，真の MT 応答の導出
に失敗することがある。

以上のようなことから本研究では，コヒーレントノイズへの耐性が強くかつ実際の観測に有用な独自の

MT法観測データ処理手法を開発した。

(3) 実施内容・結果

令和 4年度までに整備した MT法ノイズ低減技術について，その特徴及び性能評価の数値実験の概
要を以下に記す。詳細は Ogawa et al.（2023）11)を参照されたい。開発したMT法観測データ処理手法の
一連の流れを図 2.1.2-1に示す。

観測時系列に CWT（小川ほか, 202210)）を適用した上で，時間・周波数領域データとしてMTデータを
周波数毎に扱う。ここで，互いに独立な源信号である自然信号を S，観測点周辺のローカルノイズによる
応答を N とそれぞれ表す。一般に，自然電磁場の信号源は南北（x）方向及び東西（y）方向の 2 方向に
分極して存在すると考えられている（Egbert, 200223)）。また，観測点から一定の距離離れた参照点におけ

るノイズレベルは十分に小さく，参照磁場はほぼ𝑆𝑆𝑥𝑥と𝑆𝑆𝑦𝑦に起因するものと仮定する。これらによれば，電磁

場の源信号と，観測点及び参照点で取得されるデータとの関係は，周波数𝑓𝑓における 4×4 の混合行列
𝑨𝑨(𝑓𝑓)を用いて，

[𝐸𝐸𝑥𝑥(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝐻𝐻𝑦𝑦(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑅𝑅𝑦𝑦(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑅𝑅𝑥𝑥(𝑓𝑓, 𝜏𝜏)]𝑇𝑇 ≅ 𝑨𝑨𝑿𝑿𝑿𝑿(𝑓𝑓)[𝑁𝑁1𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑁𝑁2𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑆𝑆𝑦𝑦(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑆𝑆𝑥𝑥(𝑓𝑓, 𝜏𝜏)]𝑇𝑇   

[𝐸𝐸𝑦𝑦(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝐻𝐻𝑥𝑥(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑅𝑅𝑥𝑥(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑅𝑅𝑦𝑦(𝑓𝑓, 𝜏𝜏)]𝑇𝑇 ≅ 𝑨𝑨𝑿𝑿𝑿𝑿(𝑓𝑓)[𝑁𝑁1𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑁𝑁2𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑆𝑆𝑥𝑥(𝑓𝑓, 𝜏𝜏), 𝑆𝑆𝑦𝑦(𝑓𝑓, 𝜏𝜏)]𝑇𝑇    

と仮定できる。ここに𝐸𝐸𝑥𝑥と𝐸𝐸𝑦𝑦は観測点における水平電場成分，𝐻𝐻𝑥𝑥と𝐻𝐻𝑦𝑦は観測点における水平磁場成分，

𝑅𝑅𝑥𝑥と𝑅𝑅𝑦𝑦は参照点における水平磁場成分を表し，𝜏𝜏は時間フレームを意味する。なお，観測点の水平電磁
場は，東西方向の地磁気変動に関連した XYモードと，南北方向の地磁気変動に関連した YXモードに

(1)

(2)
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大別される。式(1)及び式(2)の左辺にあたる観測データ𝑿𝑿𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑋𝑋𝑋𝑋)(𝑓𝑓, 𝜏𝜏)に対し FDICA をそれぞれ適用し，
分離行列𝑾𝑾𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑋𝑋𝑋𝑋)(𝑓𝑓)を導出することで，式(1)及び式(2)の右辺にあるような源信号の情報を含んだ分離
信号𝑿𝑿𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑋𝑋𝑋𝑋)(𝑓𝑓, 𝜏𝜏)は，

𝑿𝑿𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑋𝑋𝑋𝑋)(𝑓𝑓, 𝜏𝜏) = 𝑾𝑾𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑋𝑋𝑋𝑋)(𝑓𝑓) 𝑿𝑿𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑋𝑋𝑋𝑋)(𝑓𝑓, 𝜏𝜏)

として与えられる。開発手法では，分離信号の各成分の非ガウス性の最大化に基づいて不動点法の更

新則を実行する複素 FastICA（Bingham and Hyvӓrinen, 200024)）を，FDICAのアルゴリズムとして用いる。
このアルゴリズムは，単位ベクトルを各分離行列ベクトルの初期値とし，非常に高速な 3 次的収束を実現
可能なことに加え，学習係数等のパラメータを更新則の中で必要とせず安定性が高い。

FDICA により出力された 4 つの分離信号成分のうち，自然信号を表す 2 つの成分とノイズを表す他 2
つの成分は，観測点のノイズの影響を受けない参照磁場を用いて定量的に判定する。信号におけるノイ

ズの寄与が大きくなるに従い，信号と参照磁場との相互パワースペクトルと，信号の自己パワースペクトル

の比が小さくなるが（根木ほか, 201025)），この性質は分離信号にも当てはめることができる。したがって各

分離信号成分について，参照磁場との相互パワースペクトルと自己パワースペクトルの比を算出すること

で，比の値が大きい 2 つの成分が自然信号を，他 2 成分がノイズを主に表すものと，簡便に判定可能と
なる。分離信号のうち自然信号と判定された成分を𝑌𝑌𝑆𝑆𝑥𝑥 ，𝑌𝑌𝑆𝑆𝑦𝑦と，残り 2 成分をノイズの影響が大きい順に
𝑌𝑌𝑁𝑁1，𝑌𝑌𝑁𝑁2と表すこととする。

FDICA による信号分離の不確実性を考慮すれば，ノイズと判定された分離信号成分は実際にはノイズ
のみでなく一部の自然信号にも起因する可能性がある。そこで，開発手法では，①𝑌𝑌𝑁𝑁1及び𝑌𝑌𝑁𝑁2中の全て

の値を差し引く，②𝑌𝑌𝑁𝑁1中の全ての値と𝑌𝑌𝑁𝑁2のうち中央値を超える値を差し引く，③𝑌𝑌𝑁𝑁1中の全ての値を差し

引くが𝑌𝑌𝑁𝑁2を保存する，④𝑌𝑌𝑁𝑁1のうち中央値を超える値と𝑌𝑌𝑁𝑁2中の全ての値を差し引く，⑤𝑌𝑌𝑁𝑁1及び𝑌𝑌𝑁𝑁2のうち

中央値を超える値を差し引く，⑥𝑌𝑌𝑁𝑁1のうち中央値を超える値を差し引くが𝑌𝑌𝑁𝑁2を保存する，の最大 6 通り
から，分離信号からのノイズの値を減算する最適な方法を探索する。なお，式(3)から，ノイズを低減した
分離信号𝑿𝑿𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑋𝑋𝑋𝑋)(𝑓𝑓, 𝜏𝜏)に分離行列𝑾𝑾𝑋𝑋𝑋𝑋(𝑋𝑋𝑋𝑋)(𝑓𝑓)の逆行列を左から掛けることで，観測データを再構成する
ことができる。減算方法①～⑥により再構成される観測電磁場についての評価を行うことで，どの方法に

よるノイズ減算を行うのが適切であるかを判定する。

MT 応答関数は一般に水平電場と水平磁場の比として表される。1 回の夜間測定時間に相当する約
10 時間以上の比較的小さい時間スケールでは応答関数がほぼ一定値をとるものとすれば，以下の操作
を行うことで，時間領域における応答関数の変動を評価することができる：

(i) 水平電磁場に対し，微小時間幅による移動平均を行う。

(ii) 各時間区間𝑏𝑏において，水平電磁場の比（�̂�𝐸𝑥𝑥と�̂�𝐻𝑦𝑦の比または�̂�𝐸𝑦𝑦と�̂�𝐻𝑥𝑥の比）を式(4)，(5)のように計算
する。

�̂�𝑧𝑥𝑥𝑦𝑦(𝑓𝑓, 𝑏𝑏) ≅ |
〈�̂�𝐸𝑥𝑥 �̂�𝑅𝑥𝑥

∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 〈�̂�𝑅𝑥𝑥 �̂�𝑅𝑦𝑦
∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 − 〈�̂�𝐸𝑥𝑥 �̂�𝑅𝑦𝑦

∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 〈�̂�𝑅𝑥𝑥 �̂�𝑅𝑥𝑥
∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉

〈�̂�𝐻𝑦𝑦 �̂�𝑅𝑥𝑥
∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 〈�̂�𝑅𝑥𝑥 �̂�𝑅𝑦𝑦

∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 − 〈�̂�𝐻𝑦𝑦 �̂�𝑅𝑦𝑦
∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 〈�̂�𝑅𝑥𝑥 �̂�𝑅𝑥𝑥

∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉
|

2

   

�̂�𝑧𝑦𝑦𝑥𝑥(𝑓𝑓, 𝑏𝑏) ≅ |
〈�̂�𝐸𝑦𝑦 �̂�𝑅𝑥𝑥

∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 〈�̂�𝑅𝑦𝑦 �̂�𝑅𝑦𝑦
∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 − 〈�̂�𝐸𝑦𝑦 �̂�𝑅𝑦𝑦

∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 〈�̂�𝑅𝑦𝑦 �̂�𝑅𝑥𝑥
∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉

〈�̂�𝐻𝑥𝑥 �̂�𝑅𝑥𝑥
∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 〈�̂�𝑅𝑦𝑦 �̂�𝑅𝑦𝑦

∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 − 〈�̂�𝐻𝑥𝑥 �̂�𝑅𝑦𝑦
∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉 〈�̂�𝑅𝑦𝑦 �̂�𝑅𝑥𝑥

∗(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)〉
|

2

   

(iii) 観測時間中の全てのlog10 �̂�𝑧 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)（log10 �̂�𝑧𝑥𝑥𝑦𝑦 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)またはlog10 �̂�𝑧𝑦𝑦𝑥𝑥 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)）を複数の階級に区分し，
log10 �̂�𝑧 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)の度数分布を考える。階級数𝐾𝐾はスタージェスの公式（Sturges, 192626)）により計算でき，

(3)

(4)

(5)
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各階級の幅の大きさを𝑑𝑑はlog10 �̂�𝑧 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)についての𝐾𝐾個の階級のヒストグラムから与えられる。𝐾𝐾個の
階級𝑪𝑪 = [𝐶𝐶1, ⋯ , 𝐶𝐶𝐾𝐾]のうち最大度数 𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥を持つ階級の下端及び上端の値をそれぞれ

𝑧𝑧log _𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚_𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙， 𝑧𝑧log _𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚_𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙 + 𝑑𝑑とすると，log10 �̂�𝑧 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)の代表値𝑧𝑧log _𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟は，

𝑧𝑧𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙 _𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 = 𝑧𝑧𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙_𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚_𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙 + 𝑑𝑑 ∙ 𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥 − 𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥−
(𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥 − 𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥−) + (𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥 − 𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥+)

と表すことができる。ここに𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥−及び𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥+はそれぞれ，𝐶𝐶𝑚𝑚𝑚𝑚𝑥𝑥の階級と縦軸（log10 �̂�𝑧 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)の軸）の
負の方向と正の方向で隣接する階級の持つ度数である。したがって，𝑧𝑧log _𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟近傍に分布する

log10 �̂�𝑧 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)のカウント値を，

Number{𝑀𝑀}(𝑓𝑓)

ただし 𝑀𝑀 = {log10 �̂�𝑧(𝑓𝑓, 𝑏𝑏)| 𝑧𝑧𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙_𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 − (�̅�𝑑/2) ≤ log10 �̂�𝑧(𝑓𝑓, 𝑏𝑏) < 𝑧𝑧log _𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟 + (�̅�𝑑/2)}  

と表現する。ここに�̅�𝑑は，全てのノイズ減算方法の実行により導出される応答関数の階級幅（最大 6
通り）の平均値を表す。真の MT 応答関数の値は時間変動が小さく代表値近傍に集中するものと考
えれば，ノイズが十分に低減された電磁場から求まる応答関数は大きいNumber{𝑀𝑀}を示すと判断
できる。

一方，周波数領域では，MT 応答関数は周波数方向に滑らかに変動する。各log10 �̂�𝑧 (𝑓𝑓𝑖𝑖 , 𝑏𝑏)(𝑖𝑖 =
2, ⋯ , 𝐼𝐼)と隣接する周波数𝑓𝑓 = 𝑓𝑓𝑖𝑖−1における代表値との間の距離二乗和を，

∆(𝑓𝑓𝑖𝑖) = ‖(𝑧𝑧𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙_𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑓𝑓𝑖𝑖−1) + (𝑑𝑑𝑖𝑖−1/2)) − log10 �̂�𝑧(𝑓𝑓𝑖𝑖 , 𝑏𝑏)‖2

+ ‖(𝑧𝑧𝑙𝑙𝑚𝑚𝑙𝑙_𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑓𝑓𝑖𝑖−1) − (𝑑𝑑𝑖𝑖−1/2)) − log10 �̂�𝑧(𝑓𝑓𝑖𝑖 , 𝑏𝑏)‖2

と表す。𝑑𝑑𝑖𝑖−1は，周波数𝑓𝑓 = 𝑓𝑓𝑖𝑖−1において最適と判定されたノイズ減算方法を実行し再構成された

水平電磁場により求まる階級幅を意味する。この距離二乗和∆が小さい場合には隣接する周波数間
で応答関数の値が急変することを避けることになるため，周波数方向において応答関数は滑らかに

変動する。

以上のように，Number{𝑀𝑀}が大きいほど MT 応答関数の時間領域における定常性が高く，∆が小さい
ほど周波数領域における平滑性が高いものと考え，これら 2つの性質に関する評価関数𝑈𝑈を，

𝑈𝑈(𝑓𝑓𝑖𝑖) = (1/Number{𝑀𝑀}(𝑓𝑓𝑖𝑖))𝑠𝑠𝑚𝑚𝑠𝑠 + (∆(𝑓𝑓𝑖𝑖))𝑠𝑠𝑚𝑚𝑠𝑠(𝑖𝑖 = 2, ⋯ , 𝐼𝐼)  

      (1/Number{𝑀𝑀}(𝑓𝑓𝑖𝑖))𝑠𝑠𝑚𝑚𝑠𝑠(𝑖𝑖 = 1)                         

と定義する。添え字 stdは当該配列内のデータの標準化を意味する。FDICAで得た分離信号に対してノ
イズ減算を実行し，それにより再構成された水平電磁場を用いて1/Number{𝑀𝑀}及び∆を計算する操作を
複数通り（前述の①～⑥の最大 6通り）行い，最小の𝑈𝑈を与えるノイズ減算方法が適切であると判断しそれ
を採用することに決定する。ある周波数の分離信号に 6通りのノイズ減算を試行し再構成された水平電磁
場から応答関数を導出し，その分布状態を𝑈𝑈を用いて評価した例を図2.1.2-2に示す。ここでは𝑈𝑈 = (-2.56, 
-1.10, 2.19, -0.395, -0.676, 2.54)が算出され，減算方法①を適用し𝑌𝑌𝑁𝑁1及び𝑌𝑌𝑁𝑁2を全て除去した結果が，最

小の𝑈𝑈を与えることが示された。①以外の減算方法を用いた場合には，図 2.1.2-2 にある通り
log10 �̂�𝑧𝑥𝑥𝑦𝑦 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)の値の時間方向のバラつきが大きいほか，特に③や⑥の減算方法からは隣接する 0.0401 
Hz における代表値との差異が大きい応答関数が算出されていた。このようなことから，FDICA で得た分
離信号から過不足の無いノイズ減算を図るために，評価関数𝑈𝑈の導入が有効であることが示唆される。

(6)

(7)

(8)

(9)
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本研究では，コヒーレントノイズが卓越しかつ S/N比が低い地域の実データに対し，開発手法の適用を
試みた。観測点NGN-Site Aは長野県白馬村に位置し（図 2.1.2-3（左）），2016年 9月 16日 17時から翌
8時まで，15時間の電磁場の連続測定が行われた。図 2.1.2-3（右）で見られるように 01:00-05:00以外の
時間帯で電磁場の振幅が非常に大きく，当該観測点の西方を走る JR 大糸線の直流電化区間から漏洩
する直流～低周波数の電流による影響を強く受けていたことが分かる。また，気象庁柿岡地磁気観測所

が 3時間ごとに公開する，地磁気擾乱の大小の指数である K値は，2016年 9月 16日 18時～翌 17日
9 時の時間帯では 0～1（5 段階）を記録していたため，地磁気活動が非常に静穏であった。また，この観
測点から約 400 km 離れた岩手県西和賀町の参照点で同時刻に取得された，水平磁場のデータも使用
された。以上のような実データに対し開発手法を適用して得られた探査曲線の，現地調査で普及してい

る商用ソフトウェアの“SSMT 2000”及び“MTEditor”（いずれも Phoenix Geophysics社製）を用いたデータ
処理結果との比較を，図 2.1.2-4に示す。いずれの手法の工程にも前述の参照磁場によるリモートリファレ
ンス処理が含まれる。なお，既存のソフトウェアの“MTEditor”にはノイズに汚染された時間帯のスペクトル
を自動で判定し除去する“Auto Edit”機能が搭載されている。対象地域の JR 大糸線のような直流電化鉄
道と変電所を結ぶ区間は 1本の電気バイポールに近似されるため（笠谷ほか, 199627)），鉄道区間周辺に

おける観測点ではこの電気バイポールがつくる人工的な電磁場が卓越する。電気バイポールと観測点と

の距離を r とすると，rの 3乗に逆比例する電場と，rの 2乗に逆比例する磁場が生じるが，これは人工電
流がもたらす「ニアフィールド効果」としてよく知られている（例えば，Oettinger et al., 200112)）。こうした影響

のために，既存のソフトウェアによるデータ処理を行うと，約 0.3 Hz以下の低周波数側で見かけ比抵抗の
単調増加と電磁場間の位相の 0°（-180°）への漸近が生じ（図 2.1.2-4（左）），地下の情報をほとんど反
映しない探査曲線が算出されてしまう。一方，開発手法を適用した結果，直流電化鉄道に起因する「ニア

フィールド効果」の影響を，探査曲線から明瞭に低減できたことが認められる（図 2.1.2-4（右））。さらに，開
発手法により得られた探査曲線を，鉄道運休時間帯である 01:00-05:00 の時間帯の観測データのみを既
存のソフトウェアで処理することで得られた探査曲線（図 2.1.2-4（中央））と比較すると，両者の曲線の傾向
は大局的に類似し，かつ多くの周波数において，開発手法による処理結果の方がより高いデータの連続

性と小さい観測誤差を示すため，品質が優れていることが分かる。なお，開発手法を適用した場合，約

0.005 Hz以下の帯域で探査曲線のバラつきが大きくなる。低い周波数に対しては，スペクトル変換におけ
る時間窓幅が大きくなることから，全観測時間における時間フレーム数が減少する。そのため，約 0.005 
Hz 以下の帯域での探査曲線の品質の低下は，データ長の減少に伴う FDICA の信号分離能力の低下
に起因している可能性がある。

(4) 主な成果と課題

本研究では，第 3 期中長期目標期間から検討を続けていた数学的方法の CWT 及び ICA を組み合
わせて，独自の MT 法ノイズ低減技術を開発した。これは，観測電磁場の源信号の独立性と応答関数の
連続性という 2つの性質を利用したものである。また，FDICAをはじめとした開発手法におけるアルゴリズ
ムの実行においては，恣意性の高い経験的なパラメータ設定や初期値入力をほぼ必要とせず，観測デ

ータを分解して得た自然信号とノイズの定量的な識別や，各周波数における最適なノイズ減算方法の探

索を実現する。S/N比が低く従来MT法探査が非常に困難とされてきた直流電化鉄道地域における実デ
ータに対し，開発手法の適用を試みた。その結果，直流電化鉄道特有の電磁ノイズがもたらすニアフィー

ルド効果によるバイアスの影響を，探査曲線から明瞭に低減することができたことに加え，開発手法が既

存手法に比べて高い品質の探査曲線を与えやすいことが示された。開発した観測データ処理におけるノ

イズ低減技術が直流電化鉄道地域での観測に対して有効なことが認められた一方，低周波数帯域にお

ける品質改善に関しては，今後さらなる検討の余地がある。例えば，自然信号と判定された分離信号成
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分に対しても何らかの後段処理を行い混入するノイズを除去できれば，低周波数帯域においてデータ長

が減少し ICAの信号分離能力が低下する影響を克服でき，さらに高精度にMT応答を導出可能となるも
のと期待できうる。

図 2.1.2-1 開発したMT法観測データ処理手法のフローチャート
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図 2.1.2-2 全 6通りのノイズ減算が適用された分離信号から導出された応答関数の例
青色点線は当該周波数における代表値𝑧𝑧log _𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟を，緑色のプロットは式(7)で定義される𝑧𝑧log _𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟近傍

のlog10 �̂�𝑧 (𝑓𝑓, 𝑏𝑏)をそれぞれ表す。

ノイズ減算①

ノイズ減算⑥ノイズ減算⑤

ノイズ減算④

ノイズ減算②

ノイズ減算③

Number{𝑀𝑀} = 372, ∆= 73, 𝑈𝑈 = −2.56

Number{𝑀𝑀} = 159, ∆= 580, 𝑈𝑈 = 2.54Number{𝑀𝑀} = 230, ∆= 208, 𝑈𝑈 = −0.676

Number{𝑀𝑀} = 226, ∆= 255, 𝑈𝑈 = −0.395

Number{𝑀𝑀} = 238, ∆= 142, 𝑈𝑈 = −1.10

Number{𝑀𝑀} = 165, ∆= 542, 𝑈𝑈 = 2.19
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図 2.1.2-3 左）長野県内MT法調査地域図 右）観測点 NGN-Site Aにおける水平電磁場の時系列

図 2.1.2-4 

図 2.1.2-4 長野県内観測点におけるMT法実データの処理結果例
上段は見かけ比抵抗曲線，下段は位相曲線を表す。青色三角と赤色円形のプロットはXYモード，YX

モードの探査曲線をそれぞれ表す。各周波数データのエラーバーは Gamble et al.（1979）28)及び Stodt
（1983）29)の方法に基づいて算出した。

観測点 NGN-Site A: 2016/9/16 17:00 – 2016/9/17 08:00  

既存手法適用結果 既存手法適用結果

（データの時間帯を

01:00-05:00に限定）

開発手法適用結果
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2.1.3 深部流体の分布に関する調査技術

(1) はじめに

地質環境に期待される閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つが，深部流体の流入である（総合

資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 
2014）1)。その流入の可能性や地質環境への影響を適切に評価するためには，深部流体の化学的・熱的

特徴だけでなく，流入の経路となり得る地質環境の特性に関する知見を得ておくことが重要である。深部

流体の移動経路は上部地殻において，断層や構造線などを水みちとして利用しているものと考えられて

いる（風早ほか, 2014）2)。これらの地質構造を地表面に反映していると考えられるリニアメントを構造的弱

面の指標とすれば，深部流体の移動経路と考えられる断層や構造線を抽出することが可能と考えられる。

しかし，リニアメントには地盤弱面とは関係が小さい河川の侵食などによる直線的な地形も含まれるうえに，

実際には熱水湧出している地点において，大部分のリニアメント沿いに深部からの湧出は確認されてい

ない。さらに基盤岩を堆積層が覆った場所ではリニアメント自体が不明瞭となり，深部流体の移動経路の

観点から複数の不確かさが存在している。そのため地形判読でリニアメント単体に着目した評価は困難で

あり，個々のリニアメントの水みちとの関係を評価するためには，現地調査・ボーリング調査などにより構造

的弱面や湧水の有無や連続性の把握が必要である。一方で，リニアメントを潜在的な水みちとなりうる地

質構造を示唆する地形と考えると，相対的に地域評価できる可能性がある。このような観点から，和歌山

県田辺市本宮地域及び奈良県吉野郡十津川村にて空中写真判読を行い，リニアメント分布密度が

高い本宮地域東の川の上流域と，現在地表で熱水が湧出する上湯温泉を事例とした現地調査を実

施した。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

我が国には，常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島等，非火山地帯にもかかわらず高温の温泉

が湧出している地域がいくつか存在する（産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 2004）3)。この

うち紀伊半島には，湯の峰（92 °C）や白浜（78 °C）等といった，前弧域としては特異な高温の温泉が存在
する（産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 2005）4)。紀伊半島の温泉井及び掘削井における

地化学調査の結果（新エネルギー・産業技術総合開発機構 , 1994）5)によると，深部からの熱水（約

210 °C） の上昇により，深度 1,500 m で 100～180 °C，地表では最大 92 °C の温泉が自噴していると
報告されている（西村, 2001）6)。また，これらの熱水の起源については，温泉水の同位体組成のほか，低

周波地震の分布，地震波速度構造，比抵抗構造といった地球化学・物理学的な情報から，フィリピン海ス

ラブから脱水した流体が関与していると指摘されている（例えば，Umeda et al., 20067)；Morikawa et al., 
20168)）。

このような熱水や流体が岩盤中を移動する場合，割れ目などを選択的に流れていることは認識されて

いるが（例えば, Ewert, 19859)；今泉ほか, 200310)），移動経路となる地下構造の特徴については未だ

不明な点が多い。これまで，地下坑道や内陸地震発生に関わる深部流体の移動に関する研究から，

断層や割れ目の交差，分岐（スプレー構造），ステップ構造などの特徴的な構造の存在が相対的に

高透水性を生みだすモデルが提示されている（例えば, 渡辺, 199511)；Sibson, 202012)）。しかし，深

部流体の経路を考えた場合，露頭で観察される構造の地殻規模の連結性は不明であり，地殻規模

の断層の単純なモデルが露頭規模の割れ目の特徴的な構造として縮小され，それのみが表れてい

ることは，露頭の割れ目分布形態の多様性からは考えにくい。モデルの露頭への適合性を確かめ

るのではなく，実際の露頭の全湧出地点を説明し得る評価手法が必要である。そこで本研究では，
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露頭に巻尺を這わせて概ね水平な測線を設定し，測線と交差する割れ目の位置及び姿勢を記録す

るスキャンライン法を採用した。湧水地点の持つ地質構造的特徴としての地質構造的透水好適性

（structural-permeability favorability；Schneeberger et al., 201813)）を検討するにあたって，走向ベク

トル累積プロット，隣接面交線方向ベクトル累積プロット，割れ目間距離の 3 種類の構造的特徴
を評価項目として用いた（原子力機構・電力中央研究所, 202314)；図 2.1.3-1）。

(3) 実施内容・結果

奈良県吉野郡十津川村上湯温泉対岸の熱水湧出露頭（HGS-30）を対象として割れ目解析を実施した。
加えて，現在流体は湧出していない露頭でも地質構造的透水好適性が高い部分を抽出できるか検討す

るため，和歌山県田辺市本宮地域東の川沿いの露頭（HGS-31）にて割れ目解析を実施した。HGS-31 に
おいては層理面と断層面を明瞭に確認できたため，割れ目を各層面ごとに分類した。調査位置図を図

2.1.3-2に示す。空中写真判読によるリニアメントの抽出は応用地質株式会社による実施された。

HGS-30 及び HGS-31 の割れ目解析結果を図 2.1.3-3 に示す。HGS-30 は東西走向の割れ目が主体
であるが，部分的に南北走向の割れ目が集中して発達する。割れ目間距離も明瞭に疎密境界が確認で

きる。HGS-31 は全体的に東西走向の層理面が発達し，部分的に南北走向の断層面などが確認できる。
HGS-30 において，現在熱水が湧出している割れ目と熱水脈の位置（図 2.1.3-3 赤丸）は，走向・隣接面
交線方向ベクトル累積プロットの卓越方向転換点，あるいは割れ目の疎密境界に位置することが分かっ

た。HGS-31 では，水みちとして機能する断層構造を走向・隣接面交線方向ベクトル累積プロットの卓越
方向転換点，あるいは割れ目の疎密境界で抽出することができた（図 2.1.3-4）。空中写真判読によるリニ
アメント抽出からは，判読範囲を 1 kmグリッドで区切り抽出したリニアメントの卓越方向を 4方向に分類し
た上で色分けを行った（図 2.1.3-5）。その結果，卓越方向が直交するグリッド境界付近に温泉が湧出して
いることが分かった。

(4) 主な成果と課題

本研究では，深部流体の流入が高温温泉の湧出に関係していると指摘されている紀伊半島上湯温泉

を対象に，空中写真判読と露頭の割れ目解析による流体湧出地点の地形・地質構造的特徴に係る知見

の抽出を試みた。その結果，空中写真判読からはリニアメント卓越方向が直交に変化する領域に，現在

湧出する温泉の位置が整合することが判明した。露頭の割れ目解析からは，走向・隣接面交線方向ベク

トル累積プロットの卓越方向転換点，あるいは割れ目の疎密境界で流体湧出地点及び熱水脈，水みちと

なりうる断層構造を抽出することができた。これらのことから，露頭スケールから地図スケールの規模

で割れ目の卓越方向変化域が，湧出する可能性を持つ地点を捉える判断材料となることが分かっ

た。地質構造的透水好適性の検討から，過去に流体が通った割れ目やその領域の特徴を捉えるこ

とによって，将来流体が通る可能性がある割れ目を抽出できると期待できる。今後，様々な岩種

に対してこの評価方法が適用できるか検討事例を増やし，評価方法の信頼性向上を図る必要があ

る。

- 21 -

JAEA-Research 2023-005



図 2.1.3-1 地質構造的透水好適性の模式図
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図 2.1.3-2 割れ目分布調査地点の位置図と割れ目走向のローズダイアグラム
ローズダイアグラムは露頭で計測した割れ目の走向分布を示す。黄色の四角は地震観測点の位置，

桃色のバーの向きは S波スプリッティング解析に基づく速い S波の振動方向（φ）の卓越方向を示す。地
質分布は産総研地質調査総合センター（2020）15)及び鈴木ほか（1979）16)を用いた。
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図 2.1.3-3 HGS-30露頭の地質構造的透水好適性検討図
(a,b)各構造的特徴における抽出箇所の考え方は図 2.1.3-1参照。灰色縦線：割れ目の疎密境界，大き

い赤丸：熱水湧出割れ目，小さい赤丸：古い熱水湧出割れ目，橙色折れ線：3割れ目間隔，灰色折れ線：
5割れ目間隔，黄色折れ線：7割れ目間隔。

- 24 -

JAEA-Research 2023-005



図 2.1.3-4 HGS-31露頭の地質構造的透水好適性検討図
(a,b)各構造的特徴における抽出箇所の考え方は図 2.1.3-1 参照。灰色縦線：割れ目の疎密境界，白

四角：断層位置，橙色折れ線：3割れ目間隔，灰色折れ線：5割れ目間隔，黄色折れ線：7割れ目間隔。
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図 2.1.3-5 リニアメントの卓越方向
水色丸が温泉の位置を示す。1 km メッシュ領域ごとにリニアメントの卓越方向を色分けして表示した。

背景に地理院タイル（陰影起伏図）を用いた。
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2.2 長期予測・影響評価モデルの開発

2.2.1 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術

(1) はじめに

深部流体の評価に関し，地殻深部からの流体移動経路が断層やクラックの性状に起因すると考えた場

合，それを知るために有効な手法の一つとして，S 波スプリッティング解析を挙げることができる。この手法
は，地震波の実体波の一つである S 波が地下空間を伝播する時，流体などで満たされた媒質を通過す
る際に二つに分裂し，異なる速度で地表へ到達する，という特徴を有することを最大限に利用している。

この解析を通して，φと dtという二つの物理量が推定され，速く到達した S波の振動方向φは，地下の割
れ目などの卓越するクラックの走向を示すと考えられている（金嶋, 19911)）。また，速い S波と遅い S波の
到達時間差 dt は，クラック内の流体占有量に依存して異方性が増大し，大きくなる（長くなる）という特徴
を有する（金嶋, 19911)）。本研究では，2011年 4月 11日に発生した福島県浜通りの地震（Mw 6.6）を対
象とし，S 波スプリッティング解析を行い，異常湧水が発生し得る地質環境への影響の評価技術について
取りまとめた。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

2011年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震（Mw 9.0）は，約 600 年に一度の頻度で発生す
る“超巨大地震”とされ，生じた地震動や大津波により，東北地方の沿岸部を中心として広範囲にわたっ

て甚大な被害がもたらされた（地震調査研究推進本部 2)）。また，この地震による応力変化は，誘発地震と

考えられるマグニチュード 6 以上の内陸地震を長野県，静岡県，茨城県，福島県，新潟県などで相次い
で発生させた（Toda et al., 20113); 桑原, 20124)）。本研究で対象とした福島県浜通りの地震もその一つで

あり，福島県浜通り地域（福島県相馬市，南相馬市，双葉郡，いわき市）では，東北地方太平洋沖地震の

発生の一か月後，福島県浜通りの地震が発生した。この地震で，井戸沢断層及び湯ノ岳断層の一部で

同時に破壊が生じ，地表地震断層が現れている（堤・遠田, 20125)）。さらに，地震直後から，いわき市内

の数か所で温泉の異常湧出が確認されており，それらは湧出量の変化を生じつつも，2018 年以降も継
続した（Sato et al., 20206)）。これに関し，異常湧出は，東北地方太平洋沖地震発生に伴う伸張応力による

広域的な地殻変動によるものであるとの推定もなされている（Sato et al., 20206); 川辺・中野, 20137)）。一方

で，異常湧出が確認された井戸（Sato et al., 20206)）近傍の地震観測点では，福島県浜通りの地震時の dt
の急激な上昇と地震後の減衰が確認された（原子力機構・電力中央研究所, 20218); 20229)）。このことは，

地下深部に存在する流体が，地震の影響を受けて地下浅部に上昇し，地表付近の割れ目に流入するこ

とで，その領域を伝わる地震波の伝搬を遅らせたと解釈でき，地震後の割れ目の閉塞とともに地震波の

伝搬状態が回復し，dt が減衰する様子が示されていると解釈された（原子力機構・電力中央研究所, 
20229)）。

φと dtという二つの物理量に主眼を置いた上記の解析を通して，それらの物理量の大まかな時空間分
布や地域性を明らかにすることができたが（原子力機構・電力中央研究所, 20219); 202210)），さらに進んだ

解析として，異方性媒質の分布する深さやクラック密度の推定が考えられ，これにより，流体移行経路を

知るための重要な情報がもたらされることが期待できる。そこで，本研究では，上記に述べた稀頻度自然

現象に対する地質環境への影響評価技術の開発の一環として，異方性媒質の分布する深さやクラック密

度に着目し S波スプリッティング解析を行い，深部からの流体移行経路についての考察を行った（原子力
機構・電力中央研究所, 202310)）。
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(3) 実施内容・結果

福島・茨城・栃木県に位置する防災科学技術研究所の高感度地震観測網，気象庁及び東北大学が

運用する 22観測点（図 2.2.1-1）で取得された 2004年 4月から 2018年 12月 30日に深さ 30 km以浅で
発生した気象庁マグニチュード 1.0 以上 3.4 以下の 19,566 個の地震を対象として解析を行った。ここで
は，Silver and Chan (1991)11)の手法を用い，SP変換波による S波到達時の位相擾乱を回避するため，入
射角が 35°以内の震源と観測点の組み合わせを対象とした。そして，速い S波と遅い S波の波形の相関
係数が 0.9以上となる 4,543 イベントを採用した。なお，地震波速度構造は，Nakajima et al. (2001)12)を利

用した。

その結果，φ の空間分布は，東北地方沿岸部・内陸部で，日本海溝に対して概ね平行な方向が推定

された（図 2.2.1-2）。この結果は，Iidaka and Obara (2013)13)や Iidaka et al. (2014)14)の S波スプリッティン
グ解析結果と調和的であった。さらに，東北地方太平洋沖地震後の地震について，dt を震源距離で除し
た距離規格化 dt（以下，ndt）に関する空間分布を調べたところ，いわき市の IWAKMZ観測点でそれらの
平均値が他の観測点と比べて高いことが示された。同観測点は，Sato et al.（2020）6)で示された湧水の継

続している温泉付近に存在することから，地殻内に存在する深部流体の賦存域や移行経路を反映し，他

の観測点に比べて大きな ndtが得られたと考えられる（原子力機構・電力中央研究所, 20229)）。

続いて，Sato et al. (2020)6)で湧水量の時間変化（減少）や Hiramatsu et al. (2005)15)で地震後の dtの顕
著な減衰（時間変化）が示されていることを踏まえ，ndt の時間変化についても調べた。この結果，震源域
直上の 7 つの観測点で，時間とともに ndt が減衰する様子が示された（図 2.2.1-3）。N.THGH 観測点で
は，ndtの減衰傾向の様子が他の観測点と異なり，0.005 sec/km付近で二分されているように見えたため，
ndtが 0.005 sec/km未満の地震とそれ以上の地震でグループ分けしたところ，ndtが 0.005 km/sec未満の
436 地震は，N.THGH 観測点の北西側に位置し，北北西－南南東方向のクラスターを形成することがわ
かった。一方で，ndtが 0.005 sec/km以上の 411地震は，N.THGH観測点の北東から南側に位置し，北
北東－南南西方向にクラスターを形成することがわかった（図 2.2.1-4）。これと併せて，同観測点近傍の
活断層（棚倉活動セグメント，高萩活動セグメント: 産業技術総合研究所（2015）16)活断層データベースよ

り）などの分布と考察を行ったところ，速い ndt の φ は西側の棚倉構造線の走向に近く，遅い ndt の φ
は東側の高萩断層の走向に近いことが示された。これは，活断層ごとに近傍の流体の存在の有無や流

体の移動経路となり得るクラックの多寡などの性質（個性）が異なる可能性を示しているものと考えられる。

さらに，上記の構造と震源分布を比較するため，hypoDD法（Waldhauser and Ellsworth, 200017)）を用い

て，震源の再決定を行った。この結果，N.THGH 観測点付近の経度と深さ方向の断面を南方から見ると
“y”字型の分布を示し，これらの震源は，西側の棚倉構造線側で深さ 3 km から 7 km まで，東側の高萩
断層側で深さ 3 km から 10 km まで直線状に分布し，約 7 kmの深さで互いに交わることが明らかとなっ
た。同観測点で得られた S 波スプリッティング解析の結果をこれらの断面にプロットすると，南から北へ向
かうにつれてそれらの震源が深部から浅部へと移動する様子が確認できた（図 2.2.1-5）。これに関し，
Umeda et al. (2015)18)は，電磁探査によって深さ 20～30 kmに低比抵抗体の存在を示し，そこから上昇し
た流体が直上のいわき地方の地震活動を生じさせたと結論付けている。この結果を踏まえると，低比抵抗

体起源の地殻内流体が，より深部まで震源が伸びる高萩断層を伝わって上昇し，深さ約 7 km の分岐点
で棚倉構造線側と高萩断層側という二つの経路に分かれ，さらに浅部まで上昇したと考えられ，断層が

流体の移動経路となっている様子が示唆された（原子力機構・電力中央研究所, 20229)）。

最後に，流体の賦存域（深さ分布）やそれらの構造に着目し，S 波偏向異方性の強度やクラック密度の
推定を行った（原子力機構・電力中央研究所, 202310)）。異方性強度の推定は，Mizuno et al.（2001）19)

の手法に基づいて行った。この解析から，異方性強度（γ0）がどの深さ（Z0）に分布するかを推定でき，図

2.2.1-6に示したように異方性強度がある深さ以深で一定となる（モデル A）か，地表からある深さまでに一
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定の異方性強度を有する（モデル B）か，という二つのエンドメンバーについて調べた。解析には，これま
でに得られた結果より，観測値として震源の深さと dt，境界条件の地震波速度構造として，Nakajima et al. 
(2001)12)を用いた。さらに，到達時間の速い S波と遅い S波の相関係数が 0.9以上のデータを対象とし，
計算された解の両端となる dt= 0.01 sec と dt= 0.3 secは，十分な拘束ができていないと判断して，この解
析から除外した。そして，γ0 と Z0を未知数として，γ0 は 0.001 ≤ γ0 ≤ 0.3の範囲で 0.001間隔，Z0は 0 ≤
Z0 ≤ 30の範囲で 0.01 km間隔でグリッドサーチを行い，観測された dt と二つのモデルから計算される dt
との残差のL2ノルムが最小となる γ0とZ0の組合せとモデルを選択した。さらに，推定誤差の計算のため，

それらの値を初期値として，同一の範囲で非線形のフィッティングを行った。なお，個々の観測点で得ら

れた全てのデータを用いた解析では，上記の二つのモデルへのフィッティングが難しかったため，地震が

クラスター的に発生する領域や dt，φなどの空間分布を参照し，個々の観測点で 2～6個，全体で 33個
のクラスターについて計算を行った（図 2.2.1-7，図 2.2.1-8）。ここでは，誤差を含めて γ0 と Z0を推定でき

た 24個のクラスターで得られた結果について言及する。
モデル Aが最適と判断されたクラスターは 1 ヵ所のみで，残りは全てモデル Bが最適と判断された（図

2.2.1-8）。モデル A が採用された N.JUOH観測点のクラスター(c) は，γ0が 0.106 ± 0.018 となり，モデル
B も含めた 24個のクラスター中で最大となった。なお，Z0は 7.38 ± 0.56 kmであった。一方，モデル Bで
は，γ0が 0.011～0.072 となり，N.KIBH 観測点のクラスター(b)で最小，HITACH 観測点のクラスター(a)で
最大となった。Z0は N.THGH観測点のクラスター(a)で最小（4.86 ± 0.61 km），N.IWEH観測点のクラスタ
ー(b)で最大（19.98 ± 8.46 km）となった。N.IWEH観測点のクラスター(b)と N.KIBH観測点のクラスター(c)
（Z0 = 19 .81 ± 13.65 km）のみ，他の観測点より著しく深い Z0が推定されたが，推定誤差が大きいことや

N.IWEH 観測点においては十分な地震数が確保されていないことなどが，深い Z0 が推定された原因で

あると考えられる。これら二つの推定値を除くと，Z0は平均で 9.24 ± 2.47 km となった。
クラック密度については，50個のクラスターに関して推定を行った（図 2.2.1-7）。この解析の理論背景の

詳細については，原子力機構・電力中央研究所（2023）10)に記されているが，Hudson（1981）20)や

O’Connell and Budiansky （1974）21)の理論に従って，速い S波及び遅い S波の伝搬速度である VqS1及

び VqS2内のクラック密度（ε）と K 中のアスペクト比（d）を未知数として，ε は 0.0001 ≤ ε ≤ 0.1 の範囲で
0.0001間隔，dは 0.001 ≤ d ≤ 1の範囲で 0.001 km間隔でグリッドサーチを行い，観測された dt と計算か
ら得られる dt との残差の L2 ノルムが最小となる ε と d の組合せを選択した。さらに，推定誤差の計算
のため，それらの値を初期値として，同一の範囲でフィッティングを行った。ここでは，観測値として，先の

異方性強度の推定で用いた dt と併せて，φや波線の入射角，震源の逆方位角の出力結果も用いた。ま
た，剛性率（μ）やλなどのラメ定数は，μ=λ= 32 GPa（Saiga et al., 200322)）と仮定し，地震波速度構造

として，Nakajima et al. （2001）12)を用いた。

その結果，全てのクラスターについて，クラック密度は，0.0066～0.0652と推定された。最小はN.THGH
観測点のクラスター(a)（図 2.2.1-9(3/4)），最大は IWAKMZ観測点のクラスター(e)（図 2.2.1-9(2/4)）であっ

た。IWAKMZ 観測点については，これまでの解析から，対象領域の中で dt の平均値が最大となった観
測点であるとともに，Sato et al. (2020)6)によって福島県浜通り地域後に温泉の異常な湧き出しが報告され

た井戸（図 2.2.1-2 の SA，SB）に最も近い観測点である。さらに，同観測点の設置場所は，水石山（みず
いしやま）と呼ばれ，その由来が，古くから山頂には水が溜まっている石があり，日照りでも枯れることがな

いために「水石」と名付けられた（福島県観光物産交流協会 23)）という伝承からも，地下に流体が定常的

に存在することが示唆され，大きな dt 値といった観測事実と調和的な結果となった。また，全てのクラスタ
ーについて，クラック密度の平均は，0.0233 ± 0.0134 であったが，IWAKMZ 観測点の 6 つの全てのクラ
スターで平均以上のクラック密度が推定され（図 2.2.1-9(2/4)），観測点直下や近傍に流体の賦存域が分

布している可能性が強く示唆された。

推定されたクラック密度に関する比較の結果，宮崎平野地域は，0.0075～0.0205（原子力機構・電力中
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央研究所 (2023)10)），1995年兵庫県南部地震の震源域とその近傍は，0.006～0.029 という値が得られて
おり（Tadokoro et al., 199924)），最大値だけ比較すると，先行研究事例に対して本結果は約 2～3倍高い
値となった。この原因については，数値シミュレーションなどの定量的な考察が必要であるが，既に

IWAKMZ 観測点付近には，流体が豊富に存在することが明らかであるので，宮崎平野や兵庫県南部地
震の震源域とその近傍で実施された S 波スプリッティング解析は，流体の存在が不明もしくは豊富でない
地域での平均値を示している可能性があり，その差として高い値が推定されたのかもしれない。

同一の観測点でも，クラスター間で顕著なクラック密度の差が生じる観測点（HITACH観測点（図 2.2.1-
9(1/4)），TU.IWK観測点（図 2.2.1-9(4/4)）等）がある。TU.IWK観測点では，6つのクラスターのうち，5つ
のクラスターで概ね 0.01～0.02程度のクラック密度であったが，クラスター(b)では 0.0536 ± 0.0120 となり，
有意に高い値を示した。このクラスターは，畑川破砕帯（例えば，久保ほか, 200325)）付近に分布し，表層

が海成層・砂岩泥岩互層に覆われており，このような高いクラック密度を反映しているのかもしれない（図

2.2.1-9(4/4)）。S 波スプリッティングの解析対象は，地震観測点近傍のせいぜい半径数十 km 程度である
が，上記のような地域差が顕著に検知できたことは，把握すべき空間スケールの再検討は必要であるも

のの，本解析手法がクラック分布の数 kmスケールの不均質性の検出に有効な可能性があることを示して
いる。また，アスペクト比は，ほとんどのクラスターにおいて，グリッドサーチで仮定した上限の値である 1 と
なり，グローバルミニマムな解を推定するのは難しいことがわかった。これに関し，全てのクラスターについ

て，Mizuno et al. (2001)19)で示された，クラック密度とアスペクト比の RMS 分布を作成し，クラック密度に
対して，アスペクト比の残差が尾根上に分布していることを確認した。

クラック密度とφのばらつき（分散）の関係に着目し，これら二つの値に関する可視化を行った。その背

景として，これまでに紀伊半島の本宮地域で実施した S 波スプリッティング解析（原子力機構・電力中央
研究所, 20219); 平塚ほか, 202226)）から，φのばらつきが大きい領域ほどdtが高い値を示していることや，
松代群発地震時の湧水発生域付近及びいわき地方の解析から，構造の交差する領域には多くの流体が

集中する可能性が高いことが推測されていることが挙げられる。そこで，クラック密度とφのばらつきの関

係について，定量化が行えるか試行した。

この解析では，クラック密度を推定した 50 個のクラスターにおいて，既に得られているφに関してそれ
らのクラスターごとに分散をMardia (1972)27)の定式に基づいて計算した（図 2.2.1-10）。図 2.2.1-10から明
らかなように，クラック密度とφの分散の上限値には，正の相関関係が見いだされた。このことは，φの方

向がある一方向に収束せず，φのばらつきが大きい領域ほどクラック密度が高い（クラック密度の下限値

が大きい）ということを定量的に示した結果といえる。これまでいわき地方で行った S 波スプリッティング解
析から，クラック密度の高い領域で dt も大きな値が示されたことと併せると，そのようなクラック密度の高い
領域が流体の経路となる可能性を示唆していると考えられる。この結果は，本宮地域で実施した S波スプ
リッティング解析結果（原子力機構・電力中央研究所, 20219); 平塚ほか, 202226)）や原子力機構・電力中

央研究所（2023）10)で述べられている露頭の割れ目調査などの結果と調和的な結果であり，φのばらつき

が大きい領域ほど dtが大きな値となり，そこが流体の移動経路や賦存域となる可能性を示唆する。

(4) 主な成果と課題

S 波スプリッティング解析より，φや dt（ndt）の時空間分布の地域性が明らかとなり，流体の賦存域を示
すことができた。また，一つの観測点（N.THGH）で ndtの明瞭な差が確認でき，近傍の断層におけるφの
方向と類似することが示され，それら二つの断層が流体の移動経路となっている可能性が示唆された。さ

らに，クラック密度とφの分散との関係には，正の相関が見られ，φのばらつきが大きい領域でクラック密

度が大きくなり，流体の経路となる可能性を示せた。

今後の課題として，異方性強度の推定については，データのクラスタリングなどに任意性が残ることが
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懸念され，適切な解析手法の検討・導入が今後の課題となる。また，φの分散について，クラスターに含

まれる地震数の多寡による値の変化も予想されるので，規格化やクラスターから一定数の地震をランダム

サンプリングする等によって，扱うデータの地域差の均質化を図るなど，より客観的な手法への改良が今

後の課題として挙げられる。また，クラック密度とφの分散との関係に関し，Crampin and Peacock (2005)28) 

では，間隙流体圧とφの 90° 回転（90°-flips）について言及している。その中で，間隙流体圧が臨界状態
まで高まると，最小水平圧縮応力の方向へφが 90° 回転することが報告されている（Crampin and 
Zatsepin, 199729)）。本研究においても，最もクラック密度の大きかった TU.IWK観測点のクラスター（b）で，
二つのφの方向が確認でき，その差が 90° に近いことから（図 2.2.1-9(4/4)），φの 90°回転が生じたも

のと考えられる。したがって，φの分散が小さいことは，クラックの方向が類似していることを示し，間隙流

体圧の上昇に伴い，クラックの方向が斜交し始め，それとともにφの分散が大きくなると予想される。いず

れにせよ，注水実験などの文献レビューを踏まえつつ，上記の予想を検証するためのモデル構築も課題

の一つとして挙げられる。

図 2.2.1-1 いわき地方の S波スプリッティング解析で使用した観測点
赤色四角形は，地震観測点を示す。桃色線は，活断層や活断層の疑いのあるリニアメント（活断層研

究会編, 199130)）を示す。N.KIBHは，後に N.KI2H としてリプレイスされた観測点。
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図 2.2.1-2 各観測点のφの分布と ndtの空間変化
（左） 2004年 4月 9日から 2018年 12月 30日までに深さ 30 km以浅で起きた気象庁マグニチュード

1.0以上 3.4以下の地震で相関係数 0.9以上のもの（灰色丸）を用いて解析を行った結果を示す。nは各
観測点で解析に用いた相関係数が 0.9 以上の地震数を示す。ローズダイアグラムの背景が半透明の赤
色の観測点は，ndt の時間変化が明瞭な観測点を示す。さらに，Umeda et al. （2015）18)で実施した電磁

探査の測線を橙色×で示した。桃色菱形 SA と SBは，Sato et al. （2020）6)で示された異常な湧き出しの

あった温泉を示す。（右） 個々の観測点で，ndt の平均値（白丸）とそれらの標準偏差（エラーバー）を計
算し，観測点名とともに緯度方向に沿ってプロットした。青色は防災科学技術研究所，赤色は気象庁，緑

色は東北大学の観測点を示す。また，赤色点線で全観測点の ndtの平均値を示した。なお，N.THGH観
測点（灰色のハッチを付した）は，全データの平均値を白丸で，ndt の速いグループを赤丸，遅いグルー
プを青丸で示した。
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図 2.2.1-3 ndtの時間変化
色付きの丸は，速い S波と遅い S波の相関係数が 0.9以上の地震を，また，それらの色は震源の深さ

を，Nはそれらの地震数を示す。灰色丸は，相関係数が 0.9未満の地震を示す。（左） ndtの時間変化が
明瞭であった IWAKMZ観測点，（右） ndtの時間変化が不明瞭であった N.IWEH観測点での例を示し
た。

図 2.2.1-4 N.THGH観測点で得られた ndt とφの分布
a） 解析で得られたN.THGH観測点付近の震央分布と断層や構造，b） N.THGH観測点でとらえた地

震の ndtの時間変化，c） 速い ndtグループのφの分布，d） 遅い ndtグループのφの分布。
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図 2.2.1-5 N.THGH 観測点付近の震源分布

臙脂色丸は，hypoDD 法（Waldhauser and Ellsworth, 200017)）で再決定した震源を示し，緑色丸は S 波

スプリッティング解析で使用した震源を示す。N.THGH 観測点付近を東西に横切る領域をプロットした。

紙面上が北側，紙面下が南側を示す。南から北へ向かうにつれて，緑色丸で示した震源の深さが徐々に

浅くなる様子が見られる。

- 35 -

JAEA-Research 2023-005



図 2.2.1-6 異方性強度の分布域に関する二つのモデル
a）モデル A: 深さ Z0以深で一定の異方性強度 γ0を有するモデル，b）モデル B: 地表面から深さ Z0ま

でに一定の異方性強度 γ0を有するモデル。Mizuno et al. （2001）19)を基に作成。

図 2.2.1-7 本解析で定義した震源のクラスター分布
灰色以外の丸は，異方性強度などの推定やクラック密度推定に利用した地震を，灰色はそれらの解析

では使用しなかった地震を示す。
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図 2.2.1-8 異方性強度とその深さの推定結果（1/2）
青線と赤線はモデル A と B（図 2.2.1-6）によるフッティングの結果を示し，採用したモデルを太線で示

す。図中に γ0 と Z0の推定値を 1σ の推定誤差とともに示した。黒色丸は使用した震源データを，灰色丸
はその他の震源を示す。各クラスター番号は，図 2.2.1-7を参照のこと。
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図 2.2.1-8 異方性強度とその深さの推定結果（2/2）
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図 2.2.1-10 クラック密度とφの分散との関係

図 2.2.1-7 で示した各クラスターでの計算結果。横軸はクラック密度，縦軸はφの分散を示す。wet なク

ラックを仮定した場合の結果を示す。
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2.2.2 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術

(1) はじめに

我が国における信頼性の高い地形学的時間スケール（数千から数十万年）での隆起速度の推定は，

放射性炭素（14C）年代測定法やテフロクロノロジーにより離水時期が制約された海成段丘や河成段丘に
基づいている。逆にいえば，段丘が存在しなかったり，段丘が存在しても，その離水時期が 14C 年代の適
用限界である約 5 万年以前であり，かつ段丘構成層や被覆層にテフラが検出できなかったりする場では，
隆起速度の推定は難しい。本研究では，そうした場における，離水地形の離水時期の制約に基づいた隆

起速度の推定技術の適用性の拡充を目指す。特に重点を置くのは，複数の年代測定手法を組み合わせ

たマルチ年代測定法による離水地形の離水時期制約である。具体的には，離水地形に対して，我が国

における地形・堆積物の一般的な編年技術であった 14C 年代測定法やテフラ分析に加えて，10 万年前
以前の地形・堆積物の編年が可能な長石の赤外光ルミネッセンス（InfraRed Stimulated Luminescence：以
下，「IRSL」）年代測定法の適用を検討する。

本研究のテーマは，内陸部を対象としたものと沿岸部を対象としたものに大別される。本報告書では，

内陸部を対象とした研究開発について述べる。具体的には，大井川中流部を対象に，河成段丘に代わ

る過去の河床高度を近似する離水河成地形を認定し，それらの離水時期の制約から下刻・隆起速度を

推定する手法について検討を行う。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

河成段丘に代わる過去の河床高度を近似できる離水河成地形として，穿入蛇行跡である環流旧河谷

がある（安江ほか, 20141)）。環流旧河谷から旧河床堆積物を見出し，それらと現河床との比高を，河川流

路堆積物の堆積時期で除することで，河川の下刻速度を算出できる。さらに，対象とする河川が，下刻速

度と隆起速度が釣り合う平衡河川であれば，下刻速度を隆起速度に読み替えることが可能である。

環流旧河谷の河川流路堆積物を対象に，長石の IRSL 年代測定法を適用し，隆起速度の評価を行っ
た研究例がある。小形ほか（2021）2)は，紀伊山地の新宮川中流部に分布する環流旧河谷を対象に，ボ

ーリング調査により河川流路堆積物を取得し，IRSL 年代測定法が適用可能であるとの見通しを得た。ま
た，大井川中流部で実施した研究でも同様に，環流旧河谷で掘削したコアに，IRSL 年代測定を適用す
ることで，下刻・隆起速度が推定されている（塚原ほか, 20223)；小形ほか, 20224)）。

以上のように，内陸部での下刻・隆起速度の推定において，環流旧河谷を指標にした事例は複数地

域で蓄積されており，手法として確立されつつある。しかし，離水地形・堆積物に基づく手法により得られ

る下刻・隆起速度の信頼性や実用性をさらに向上させるためには，多種多様な指標に基づいた検討が

行えるように，幅広く手法を整備することが重要である。このような視点から，本研究では，大井川中流部

に分布する，尾根沿いに断片的に残された河川流路堆積物の露頭を対象に調査及び分析を実施した。

露頭から採取した堆積物を対象に，IRSL 年代を測定することで，大井川中流域の下刻・隆起速度の評
価を行うと共に，無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle; UAV）を用いたレーザー計測を行うことで，露頭
周辺の地形的特徴の抽出を試みた。

(3) 実施内容・結果

大井川流域に分布する離水地形や河川流路堆積物の離水年代と堆積環境の推定を行い，下刻速度

の算出事例を蓄積するとともに，得られた下刻速度の妥当性を評価した。調査地点の位置は図 2.2.2-1a
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に示す。尾根沿いに断片的に残された河川流路堆積物は，図中の 3地点（SWM①～③）で露出する。

SWM①の露頭柱状図を図 2.2.2-1b に示す。主に灰白色シルト層と暗褐色のシルト質砂層からなる砂
泥互層，有機質な黒色シルト層が確認される。砂泥互層には粒径の揃った砂層が狭在するほか，露頭最

下部では亜角礫を主体とする角礫層が認められる。有機質な黒色シルト層は還元環境で形成されて保

存されたことを示す。細かい平行葉理が発達する灰白色シルト層は，浮遊運搬された粒子のみが間欠的

に供給される本流から離れた三日月湖や沼沢地のような止水環境で形成されたことを示唆する。

SWM①～③が露出する尾根沿いでは，円礫層が露出している（図 2.2.2-2）。円礫層には直径数 cmの
赤色チャートがまれに含まれる。赤色チャートは，赤石山脈から発する大井川において，四万十帯構成

層の白根層群のシート状岩体もしくは混在岩中の岩塊として，本流の上流域のみに分布する（杉山ほか, 
2010 5））。以上のことから，林道で露出する円礫層は大井川本流起源の堆積物であると判断される。

これらの観察結果を総合して解釈すると，SWM①～③の細粒堆積物や円礫層は現在の大井川本流
が開析谷を削り込む以前に残した地層であると判断できる。したがって，本露頭の細粒砂層に含まれる長

石の IRSL 年代を測定，し露頭の離水時期を算出することで，大井川中流部の下刻速度を推定できる。
以下に，SWM①の露頭を対象に実施した IRSL年代測定の結果及び算出した下刻速度，並びに本露頭
周辺の高解像度 DEMによる地形判読の結果について記載する。

① IRSL年代測定及び下刻速度の算出

SWM①で採取した SWM①-1o と SWM①-3oの IRSL年代測定を行った（図 2.2.2-1b）。SWM①-2o と
SWM①-3o-2 の IRSL 年代測定も試みたが，IRSL 測定に必要なカリ長石量を抽出することができなかっ
た。本研究では，IRSL 強度が自然に減衰するフェーディング現象の影響を抑制するために，post-IR 
IRSL（pIRIR；Thomsen et al, 20086)）測定を採用した。測定温度は 50℃と 225℃とした。年間線量算出用
の放射性元素濃度の測定には，ポータブル蛍光エックス線分析装置（Niton XL5 Plus；Thermo Fisher 
Scientific 社製；山本ほか，20227)）を用いた。その他の IRSL 測定条件と年間線量率の算出方法につい
ては小形ほか（2021）2)を参照されたい。IRSL 年代の算出には，統計ソフト R と「Luminescence」パッケー
ジ（Kreutzer et al., 20128)）を用いた。各試料で 8アリコートずつ測定を行った。SWM①-1oのほとんどのア
リコートはフェーディング率（g2days）が 0%以下であったため，フェーディング補正を行わずに蓄積線量を
算出した。SWM①-3oについては，一部アリコートを除き，1.5%以上の g2days値を示したので，フェーデ
ィング補正を行って蓄積線量を求めた。蓄積線量の単純平均値（誤差は標準誤差）から算出した SWM
①-1o，SWM①-3o の IRSL年代は 147±15，125±15 kaであった（表 2.2.2-1）。これらの年代値は層序
関係に対して逆転しているが，誤差範囲を考慮すれば整合的である。SWMのカリ長石試料はフェーディ
ング率が不安定であるため，この年代の信頼性については，IRSL 信号の安定性評価や他年代測定法と
のクロスチェックとともに慎重に議論する必要がある。

次に，測定した IRSL 年代に基づいて下刻速度の算出を行う。下刻速度は，離水面と現河床の比高を
離水年代で除することで算出できる。本研究では，河川流路堆積物の堆積年代が離水年代を示すと考

え，IRSL 年代（147±15，125±15 ka）と現河床との比高（約 280 m）から，SWM①における下刻速度を
1.9±0.2～2.2±0.3 mm/yr と算出した。算出した下刻速度は，同地域において異なる時間スケール・手法
で求められた上下変動速度や削剥速度とも整合的であった（図 2.2.2-3）。これより，尾根沿いに断片的に
残された河川流路堆積物を指標に，下刻速度を推定できる可能性を示した。

② 高解像度 DEMによる地形判読

1976 年撮影の国土地理院カラー空中写真や国土地理院の基盤地図情報の 10 m メッシュの数値標
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高モデル（digital elevation model; DEM）を用いた地形判読では，SWM①～③が露出する尾根において
離水地形は認められなかった。本研究では，尾根で離水を示唆する地形を認定できるか確認するために，

無人航空機を用いたレーザー計測を行った。計測範囲は露頭が露出する尾根を取り囲むような領域とし

（図 2.2.2-1a），取得した点群データからは 10 cm メッシュの DEMを作成した。さらに，DEMから作成した
地形表現図に基づいて，計測範囲の地形判読を実施した。

図 2.2.2-2 に，地形表現図及び認定した地形の分布を示す。計測範囲において，河成段丘や旧流路
地形と読み取ることのできる地形は認定できなかった。しかし，SWM①～③の細粒堆積物や円礫層とい
った河川流路堆積物が露出する地点の尾根上では，残丘状の小ピークや斜面内の緩斜面が認められる。

明瞭な平坦面が観察されない場において，地表踏査で河川流路堆積物の露頭を探す際，これらの微地

形を手掛かりにできる可能性がある。

(4) 主な成果と課題

本研究では，尾根沿いに断片的に残された河川流路堆積物を指標に，下刻速度を推定できる可能性

を示した。このことは，離水の指標となる河川流路堆積物が，明瞭な離水地形が認められない場に保存さ

れている可能性を示しており，下刻・隆起速度を評価するための指標の多様化が期待される。一方で，河

川流路堆積物を対象にした IRSL 年代測定には，太陽光曝による年代初期化（ブリーチ）が不完全な場
合が多いため年代が過大評価されやすいという課題が残されている。そのため，蓄積線量の分布からブ

リーチの評価及び補正を行い，IRSL 年代値の精度・確度を向上させていくことが望ましい。また，高解像
度 DEM を用いた地形判読からは，このような堆積物を小ピークや不明瞭な緩斜面などの微地形を指標

にすることで発見できる可能性が示された。今後，明瞭な離水地形を伴わない河川流路堆積物の検出や

離水年代の推定について手法を整備すると共に，事例を蓄積することで適用性を慎重に検討していく必

要がある。
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図 2.2.2-1 調査地点の位置（a），及び SWM①の柱状図（b）
背景図には地理院タイルを使用した。地形区分はカラー空中写真の実体視判読に基づく。KOM は環

流旧河谷におけるボーリング掘削地点，TRM は河成段丘露頭，SWM①～③は尾根沿いに断片的に残
された河川流路堆積物の露頭の位置を示す（原子力機構・電力中央研究所, 20229)；塚原ほか, 20223)）。
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図 2.2.2-2 地形表現図と地形判読結果
地形表現図は，地形勾配を示す「傾斜度」と，凹凸を示す「天空率」を合成することで作成した。

表 2.2.2-1 SWM①の IRSL年代

試料名 測定数 採用数
年間線量率

(Gy/ka) 
g2days

(%/decade) 
年代 (ka)

SWM①-1o 8 8 4.52 ± 0.23 -  147 ± 15 
SWM①-3o 8 6 4.69 ± 0.23 2.07 ± 0.44 125 ± 15 
※SWM①-1oの g2days値は 0%以下であった。SWM①-3oについては，g2days値が 0%以下のアリコ
ートを除外し，年代を算出した。
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図 2.2.2-3 赤石山脈における隆起・沈降・下刻・削剥速度
実線枠は，既往研究で示されたコンター図から読み取った研究対象地域の値を示す。破線枠は，研

究対象地域の近傍で得られた値を示す。
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2.3 年代測定技術の開発

2.3.1 局所領域及び高精度同位体分析技術

(1) はじめに

地質環境の長期安定性に関する研究を進める上で，過去の自然現象の復元のためには岩石や鉱物

の形成年代やその後の変質・変成を受けた年代の決定が必要不可欠である。一般に，岩石や鉱物の年

代測定では，放射性核種の壊変を利用する放射年代測定が用いられる。火山・火成活動におけるマグマ

の定置・貫入プロセスや，山地の隆起・沈降，侵食・堆積のプロセス及び断層運動の履歴等を理解するた

めには，複数の同位体系による年代測定が必要となる。また，地質試料から火成活動における鉱物の結

晶化プロセスや堆積層の後背地の解析，断層運動等による熱変成あるいは水質変質の履歴を復元する

には，放射年代測定のみではなく，鉱物組成や元素・同位体組成を取得することが重要となる。本研究

では，誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-MS：Inductively coupled plasma mass spectrometry）及びレー
ザーアブレーション装置と ICP質量分析装置を連結して利用するレーザーアブレーション ICP 質量分析
法（LA-ICP-MS：Laser ablation-ICP-MS）を用いた各種年代測定に必要な微量元素の定量分析や同位
体分析のための技術開発及び既存技術の高度化を進めた。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

岩石を溶解し溶液に調製する従来の湿式 ICP-MS による分析と比較すると，LA-ICP-MS は簡便な試
料前処理でマイクロメートルスケールの局所領域から化学情報を得ることが可能な分析手法であり，岩石

を構成する鉱物ごとあるいは鉱物内のマイクロスケール領域ごとの元素・同位体組成（これに基づく形成

年代）等まで取得することが可能である。従って，近年は国内外で急速に LA-ICP-MS等を用いた局所分
析技術の整備・開発及び適用範囲の拡大など高度化が進んでいる。その一方で，従来の湿式分析法は

空間分解能に限りがあるものの，元素組成や同位体組成の値付けには欠かせない高精度な分析手法で

あり，LA-ICP-MS での分析精度向上や高度化においても必須となる。東濃地科学センターでは，これま
でに LA-ICP-MSによる同位体分析技術の開発として，炭酸塩鉱物やジルコン等を対象としたウラン（U）-
鉛（Pb）年代測定技術を確立し（例えば，Yokoyama et al., 20181)），各種試料の年代測定を実施してきた。

ジルコンについてはU-Pb年代測定に加えて，同時に同領域から Ti濃度を分析し，結晶化年代と結晶化
温度を同時に推定する手法を確立した（Yuguchi et al., 20202), 20223), 20234)）。また，例えばジルコンのハ

フニウム（Hf）同位体組成やアパタイトのストロンチウム（Sr）同位体組成など同位体組成の情報は，起源
マグマやマグマの混合，結晶分化作用に伴うマグマの化学組成の変化等に制約を与え得るため，これら

の同位体分析技術の整備も進めてきた。さらに，微量元素組成から火山砕屑物（テフラ）を特徴付けるア

プローチに必要な技術として，LA-ICP-MS による火山ガラスの微量元素分析技術を確立した（鏡味ほか, 
20215)）。岩石中での微量元素の挙動（移動）の把握に有効な微量元素マッピング（イメージング）技術も

整備している。

これまでに開発してきた LA-ICP-MSによる分析技術について，年代評価をより厳密にするために湿式
ICP-MS での取得データの検証も行いつつ，分析精度の向上を図り，また，適用範囲を拡大するなど手
法を高度化することで，研究課題である火山・火成活動におけるマグマの定置・貫入プロセスや，山地の

隆起・沈降，侵食・堆積のプロセス及び断層運動の履歴等の過去の地質現象の詳細な解明に貢献する

と考えられる。
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(3) 実施内容・結果

令和 4 年度は，これまでに整備した分析技術を用いてデータの蓄積を行った。また，既存技術の高度
化・高精度化及び適用範囲の拡大を狙い，以下の技術整備を進めた。湿式での超高精度同位体分析に

向け，試料前処理手法についても検討を始めた。

① 単一測定点での同位体組成と微量元素濃度の高精度同時分析技術の構築

鉱物内には，段階的な結晶成長やその後の変質で化学的な不均質が生じる場合があり，単一微小領

域の分析からできるだけ多くの化学的情報を得ることは，高い時空間分解能で岩石の形成過程を明らか

にすることにつながる。LA-ICP-MSでは，従来は鉱物のマイクロスケール領域について，複数の分析プロ
セスで同位体組成や元素濃度の情報を取得しているが，この分析手法は，破壊分析であることから，厳

密には同一領域から複数の情報を得ることはできなかった。そこで，鉱物の単一微小領域の測定から「高

精度な同位体分析（年代測定）」と「元素濃度の定量分析」を同時に実施することを可能にする技術を整

備した。既存技術の中で同様の技術として，ジルコンの結晶化年代と結晶化温度を同時に求める分析手

法があるが，本手法は年代測定及び元素濃度分析の精度向上を目標として，1 つの LA 装置（Photon-
Machines, Analyte G2）を複数台の誘導結合プラズマ ICP質量分析装置に接続し，LA サイトで得られた
試料を各質量分析装置に分配して（Sprit Stream）分析する手法（LASS-ICP-MS）の開発を行った。ICP
質量分析装置には，年代測定に係る同位体分析のためマルチコレクタ型の ICP 質量分析装置（Themo 
Fisher Scientific, Neptune-Plus）と，元素濃度の定量のためにトリプル四重極型 ICP 質量分析装置
（Themo Fisher Scientific, iCAP-TQ）を用いた（図 2.3.1-１）。
ジルコンを対象に，単一の測定点からU-Pb年代測定（同位体分析）とチタン（Ti）濃度分析を同時測定

し，鉱物の結晶化年代と元素の分配から推定される結晶化温度データを取得する分析を試行した。年代

値と Ti 濃度の両方の推奨値が報告されているジルコン標準試料がないため，U-Pb 年代測定（同位体分
析）は標準ジルコンOD-3，Ti濃度測定は標準ジルコン 91500を用いて，開発した手法を用いる場合の精
確さを評価した。その結果，LASS-ICP-MS による OD-3 の U-Pb 年代は，33.39 ± 0.42 Ma（n=10）（Ma: 
100万年前）が得られ（図 2.3.1-2a），Iwano et al. (2013)6)で報告されている推奨値 33.0 ± 0.1 Ma と一致し
た。また，LASS-ICP-MS による 91500 の Ti 濃度測定では，5.07 ± 1.29 ppm（n=20）が得られ，
Szymanowski et al. (2018)7)で報告されている推奨値 4.73 ± 0.15 ppm と整合的な結果が得られた（図
2.3.1-2b）。以上の結果から，LASS-ICP-MSによる分析法の精確さを評価できた。今後は，実試料への適
用を進めていく。

② 地質イベントの超高精度復元に向けた新しいジルコン標準試料の探求

ジルコンは多くの地質試料に含まれる鉱物であり，その元素組成や同位体組成から岩石の形成過程

や形成年代が議論される。岩体の形成から，変質・変成作用及び隆起・侵食など複雑な地質イベントを

年代学的に理解するため，近年，ジルコン等の鉱物から様々な手法（U-Pb 法やフィッション・トラック（FT）
法）でデータを取得する傾向にあり，既述のように 1 つの分析スポットから複数種のデータを同時取得す
る技術も開発されている。元素分析や年代測定に係る同位体分析の際には，分析条件の最適化や未知

試料の測定値の補正のために標準試料が利用される。また，分析値（年代値）の真度評価では，年代標

準試料も必要となる。さらに，近年ではジルコンの年代学として 100 万年より形成年代が若いものが対象
とされ始めている。こうした背景から，複数の手法に対して有効で，比較的形成年代の若い標準試料のニ

ーズが高まっており，その選定が必要不可欠となっている。そのため，複数の年代測定手法に対応した

ジルコンの標準試料の探求を目的として，文献等の調査から標準ジルコン候補となりそうな岩石を探求し，

その地質の野外調査及び入手試料の各種分析を行った。
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文献及び分析から，岩手県仁左平層（NST：22 Ma），石川県鷲走ヶ岳層（NFS：22 Ma），兵庫県歌長
流紋岩（TRG04：2.7 Ma）及び大阪層群ピンクタフ層（OGPK：1.0 Ma）が候補試料として挙げられた。これ
らの候補試料について，電子プローブマイクロアナライザ（EPMA：日本電子, JXA-8530F）を用いたジル
コンのカソードルミネッセンス像観察，LA-ICP-MS（LA： Photon-Machines, Analyte G2； ICP-MS: Themo 
Fisher Scientific, Neptune-Plus）による U-Pb年代測定，FT自動計測機（Autoscan systems: Trackscan Plus 
Professional）を用いた FT年代の取得及び FT年代既報値の整理，LA-ICP-MS（LA： Photon-Machines, 
Analyte G2； ICP-MS: Themo Fisher Scientific, Neptune-Plus）による Hf同位体分析を実施した。 
観察及び分析結果に基づく，各試料の標準試料としての適性について，その評価結果を表 2.3.1-1 に

示す。カソードルミネッセンス像観察においては，単調な成長様式を示す（元素分布が均質）ものやジル

コン結晶中に包有物の少ないものを適性が高いと判断した。U-Pb 年代については，重みつき標準偏差
の 2 乗平均（MSWD）を指標に，年代値ばらつきの小さいもの（形成年代が均一なもの）を適性が高いと
判断した。FT 年代については，FT 長の観察・計測において，初期長より有意に短い FT 長（後天的な熱
イベントの痕跡）の有無で適性を評価した。Hf同位体分析においては，U-Pb年代と同様に MSWD を指
標として，均一なものかどうかを評価した。 
これらの評価の結果，仁左平層（NST），歌長流紋岩（TRG04）及び大阪層群（OGPK）が標準試料とし

て適性が高いと判断できた。今後は，他の研究機関へ配分し，ラウンドロビン等を実施することによってこ

れらの試料の標準試料としての適用性を評価する必要がある。 

③ チタナイトの U-Pb年代測定技術の開発 

近年では，LA-ICP-MS などの局所分析によるジルコンの U-Pb 法による年代測定が広く実施されてい
る。一方で，ジルコンは熱や水質変質に強い特徴を持つ鉱物であるため，低温下での結晶化作用や，変

質など二次的な地質イベントの年代情報をジルコンから引き出すことは困難である。ジルコンの U-Pb 年
代測定のみでは得られなかった地質イベントの年代推定を可能にするため，既存分析手法の U-Pb 年代
測定法を別の鉱物であるチタナイトへ適用を進めた。 
チタナイトはカルシウム（Ca）に富む石灰質な火成岩や準堆積岩等に普遍的にみられる鉱物であり，U

や Th を比較的多く含有する。また，チタナイトの U-Pb同位体系の閉鎖温度は~700℃とされており，ジル
コンの U-Pb 同位体系（閉鎖温度~900℃）に比べて閉鎖温度が 200℃ほど低い。従って，火成岩や変成
岩中に含まれるチタナイトの U-Pb 年代測定から，マグマの温度が 700℃程度まで低下した際，または岩
石が 700℃程度の温度にさらされた際の年代情報を引き出すことができると考えられる。 

ICP-MSによる分析では，質量差別効果の補正のため，標準試料を必要とする。また LA-ICP-MSに依
る分析において，各種鉱物のアブレーション効率が異なるため，同じ鉱物の標準試料を準備することが

望ましい。本研究では，LA-ICP-MS（LA：  Photon-Machines, Analyte G2；  ICP-MS: Themo Fisher 
Scientific, Neptune-Plus ） に よ っ て ， Bear Lake Ridge titanite （ BLR-1 ） （ 207Pb/206Pb=0.074308 ，
206Pb/238U=0.17636; Aleinikoff et al., 20078)）をチタナイトの標準試料として，年代値の報告のあるチタナイ

ト Fish Canyon Tuff titanite（FCTT）（206Pb/238U age: 28.395 ± 0.049 Ma; Schmitz and Bowring, 20019)）及び

Mount Dromedary Complex titanite（MDCT）（FT age: 98.7 ± 5.8 Ma; Green, 198510)）の分析を行った。 
その結果，FCTT 及び MDCT についてそれぞれ，26±16 Ma 及び 98.1±4.1 Ma の年代値を得た（図

2.3.1-3(a), (b)）。これらの年代値は既報値と良く一致するものの，特に FCTT においては，大きな不確か
さ（±50％）を伴う結果となった。チタナイトはジルコンと異なり，結晶化時に Pbを取り込む（初生 Pb）ため，
その Pb同位体組成は初生 Pbの組成と放射壊変起源の Pbを混合した組成となる。ここでチタナイトの年
代決定では，試料の分析値から得られる回帰直線と年代一致曲線（コンコーディア）との交点から年代値

を算出するため，比較的均質な組成を持つ FCTT については，回帰直線の堅牢性が確保できずに大き
な不確かさを伴っていると判断される。 
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この分析手法を山形大学から提供を受けた遠野複合深成岩体（Tono Plutonic Complex: TPC）のチタ
ナイトに適用した。TPCは黒雲母 K-Ar年代として 122.6 ± 2.7 Maが得られている（Yuguchi et al., 202011)）。

TPC の試料では，チタナイトが熱水等による変質作用で二次的に形成されたと考えられる産状が認めら
れる。この岩石試料からチタナイトを分離し，既述の手法によってチタナイトの U-Pb 年代測定を行った。
その結果，123.0 ± 5.7 Maの年代値が得られた（図 2.3.1-3(c)）。分析結果から，TPCのチタナイトの形成
をもたらした二次的イベントは，既報の年代値と誤差の範囲内で有意差がない時期に生じたことが示唆さ

れる。今後は年代決定の精度向上に向けて，LA-ICP-MS での分析の前に試料の不均質性を事前評価
することを検討する。また，形成年代と変質・変成の年代が明確に異なる試料をモデルケースとして準備

し，チタナイトの年代測定がどこまで有意義な年代学的情報をもたらすのか検証していく。
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図 2.3.1-1 LASS-ICP-MSの概念図

図 2.3.1-2 LASS-ICP-MSによる(a)U-Pb年代測定の結果(b)Ti濃度測定の結果

表 2.3.1-1 観察及び各種分析結果からの適性評価
NST NFS TRG04 OGPK

① カソードルミネッセンス観察 〇 ◎ ◎ 〇

② U-Pb年代 ◎ ◎ ◎ ◎

③ フィッション・トラック年代 □ × □ □

④ Hf同位体組成 〇 〇 〇 〇

◎：非常に良い（均質），〇：良い（比較的均質），□：参照値あり，×：悪い
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図 2.3.1-3 チタナイトの U-Pb年代測定結果
(a) FCTT, (b) MDCT, (c) TPC
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2.3.2 光ルミネッセンス（OSL）年代測定技術

(1) はじめに

光ルミネッセンス（OSL）年代測定法は，自然放射線を浴びることによって鉱物結晶内に捕獲された不
対電子が，光刺激を受けたときに正孔と再結合することで放出されるルミネッセンス（蛍光）を利用する手

法であり，石英では数十年～十数万年前，長石では数千年～数十万年前までの年代決定を得意とする。

蓄積された捕獲電子は光刺激によって解放（初期化）されるため，OSL年代測定法は原岩の形成年代に
依存しない堆積物の埋没年代を推定することが可能である。また，近年では，OSL 信号の蓄積速度の熱
依存性を利用し，試料の熱史を推定する OSL熱年代法が提唱された（Herman et al., 20101)；Herman and 
King, 20182)）。この手法は，フィッション・トラック法や(U–Th)/He 法といった既存の熱年代法では測定が
困難な，過去数十万年の低温領域（約 100°C 以下）の熱史の推定を得意とし（Herman et al., 20101); 
Herman and King, 20182); Ault et al., 20193)），一般的な地温構造を仮定すると，深度 1~2 km以浅におけ
る侵食史の評価ができる。東濃地科学センターでは，隆起評価に係る堆積年代推定のために OSL 年代
測定法の，そして，侵食評価に係る熱年代推定のために OSL 熱年代法の利用及び高度化を行ってきた。
本項では，OSL熱年代法の研究開発について述べる。なお，OSL年代測定法については「2.2.2 時間ス
ケールに応じた地圏環境変動の予測技術」も参照されたい。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

OSL熱年代法の詳細な原理については，令和 2年度の年度報告書（石丸ほか, 20214)）で述べたため

割愛する。OSL信号は数万年から数十万年で飽和するため，OSL熱年代法による侵食速度の定量化は
侵食速度の速い地域に限られ，先行研究の大半も東ヒマラヤや南アルプス（ニュージーランド），飛騨山

脈といった侵食速度が数 mm/yr を超える地域を対象としてきた（Herman and King, 20182)）。一方，

Guralnik et al.（2015）5)は過去約 2500万年間熱的に安定している地域で掘削された大深度ボーリングコ
ア（ドイツ；KTB borehole；Hirshmann et al., 19976)）を用いて，地下の未飽和な試料を対象に，OSL 熱年
代法を用いた侵食評価を試みた。すなわち，ナトリウム長石に OSL 熱年代法を適用し，OSL 信号から復
元した古地温構造とボーリング孔温度が整合的であることを報告した。これにより，侵食速度が遅い地域

であっても，ボーリング試料を用いて古地温構造を復元することで，熱安定性，すなわち侵食が緩慢であ

ることを評価できることが示された。しかし，侵食速度が遅い地域に対する OSL 熱年代法の適用事例は
Guralnik et al.（2015）5)が唯一であり，また，ナトリウム長石を対象としていることから，適用事例の蓄積及

び OSL測定で一般的に用いられるカリ長石に対する適用性の検討が課題である。

(3) 実施内容・結果

本研究では，侵食速度が遅い地域に対するカリ長石の OSL 熱年代法の適用性を検討してきた。昨年
度までに，比較的侵食速度が遅い岐阜県の東濃地域（約 0.1 mm/yr以下）と兵庫県の六甲山地（0.1~1.0 
mm/yr）で掘削されたボーリングコアに multi-OSL熱年代法（Li and Li, 20127)；King et al., 20168)）を適用

し，逆モデリングによる熱史の推定と古地温復元による熱安定性（侵食）評価を行ってきた（試料や実験

の詳細については令和 2年度までの報告書を参照されたい）。令和 4年度は，熱安定性に関するカイネ
ティックパラメータの導出方法の再検討による古地温復元解析法の見直しと，カリ長石 OSL 熱年代法の
適用範囲についての取りまとめを行った。

熱的脱トラップ速度に関するパラメータは，等温減衰測定のデータ（設定温度：170°C，190°C，210°C，
230°C，250°C，300°C，350°C；isothermal holding data；以下，ITLデータ）の組合せによって変化すること
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が報告されているため（Bouscary and King, 20229)），昨年度までの測定結果を用いて，様々な ITL デー
タの組合せからパラメータを導出した。これらのカイネティックパラメータと OSL 熱年代式（King et al., 
20168)）から，古地温の復元を行った（Guralnik et al., 20155)；Ogata et al., 202210)）。以下に解析手順を示

す。

①OSL 測定で求めたカイネティックパラメータと OSL 熱年代式を基に，フェーディング減衰のみを考慮し
たトラップ電子（IRSL信号）の成長曲線を推定する。

②-50～100°C（0.5°C 間隔）で過去 100 万年間等温環境であることを仮定し，それぞれの設定温度に対
する熱減衰の影響も加えてトラップ電子の成長曲線とその最大値を推定する。

③試料のトラップ電子量（IRSL 信号強度）の測定値と成長曲線の最大値が最も近似する設定温度を古
地温とする。

古地温復元結果を図 2.3.2-1 と図 2.3.2-2 に示す。以下，測定温度 T（°C）の赤外光ルミネッセンス
（infrared stimulated luminescence；IRSL）信号を IRT信号と表記する。MIZ-1 コアについては，浅部 3試
料の IR50信号は飽和していたため，古地温の最大値のみを求めた。深部 3 試料の IR50信号では，ITL
データの組み合わせの最高温度が 230°C，250°C の場合，特に 190～250°C の組合せにおいて（図
2.3.2-1），復元温度と現在温度は良い一致を示した。一方で，300°C，350°C の ITL データを含めた組合
せでは，ほぼ全ての復元温度は現在温度と一致しなかった。これは，プレヒート温度（250°C）以上の加熱
（300°C，350°C）によるトラップ電子の熱遷移（thermal transfer）によって正確な熱的脱トラップ量を測定で
きなかったことが原因と考えられる（Bouscary and King, 20229); Ogata et al., 202210)）。IR100，IR150，IR225信

号では，ほぼ全ての ITL データの組合せで，復元温度と現在温度が一致しなかった（図 2.3.2-1）。IRSL
信号の測定温度とともに熱安定性が高くなることを考慮すると（Li and Li, 20127); King et al., 20168)），IR100，

IR150，IR225信号による古地温復元の適用温度は MIZ-1 コアの温度領域（最高 43.8°C）よりも高いと考え
られる。甲山コアについては，浅部 2 試料の IR50信号は飽和しているため，古地温の最大値のみを求め

た。深部 2試料の IR50信号では，210～250°C と 170～300°Cの組合せで復元温度と現在温度が一致し
ているように見える（図 2.3.2-1）。しかし，210～250°Cを除いて，最高温度が 230°C，250°Cの組合せによ
る復元温度は現在温度と一致せず，東濃地域の結果とは異なった（図 2.3.2-1と図 2.3.2-2）。また，ITLデ
ータの最高温度が高くなると復元温度が減少する傾向にあり，これは飽和 IRSL 信号で古地温を復元し
たときと同様の傾向である（図 2.3.2-1a，b，c，g，h）。これらより，甲山-3 と-4 の IR50信号も飽和状態にあ

り，古地温の復元及び上述の部分安定領域の推定には利用できないと判断した。IR50信号による古地温

復元の適用温度は甲山コアの温度領域（最高 38°C）よりも高いと考えられる。この結果は，MIZ-1 コアで
IR50信号による復元温度と現在温度が一致した 3 試料が，いずれも 38℃より高温で採取されたものであ
ることと整合的である。IR100，IR150，IR225信号においては，ほぼ全ての ITLデータの組合せで，復元温度
と現在の温度が一致せず（図 2.3.2-1 と図 2.3.2-2），熱感度は六甲地域の地温（最高 38°C）よりも高いと
考えられる。

MIZ-1 コアにおいては，ITL データを選別して適切なカイネティックパラメータを導出することで，深部 3
試料（地温：39.2～43.8°C）の IR50 信号から復元した古地温と現在温度は一致した。この結果は，過去か

ら現在まで地温にほとんど変化がない（侵食が緩慢である）ことを示し，東濃地域の侵食速度（約

0.1mm/yr 以下）と整合的であった。以上より，ボーリングコアを用いたカリ長石 OSL 熱年代法による古地
温復元解析によって，侵食が緩慢であることを評価できることが示された。甲山コア（地温：23～38°C）の
IR50信号では古地温を復元できなかったことから，IR50信号による OSL 熱年代法の適用温度は約 40°C
以上と考えられる。IR100，IR150，IR225 信号については，MIZ-1 コアと甲山コアの両方で古地温復元が成
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功しなかったこと，また，測定温度が高いほど IRSL信号の熱安定性が高くなることから，適用温度は IR50

信号より高い温度（少なくとも約 44°C以上）であると考えられる。OSL熱年代法による熱安定性（侵食）評
価の時間スケールは，試料の IRSL 信号（蓄積線量）の飽和値と周囲の放射線量率（主に放射性元素濃
度に依存）から決定される。MIZ-1 コア（土岐花崗岩）では約 10～20 万年，甲山コア（六甲花崗岩）では
約 10～15 万年であった。両コアの放射性元素濃度は一般的な花崗岩と大きな差異はないため，花崗岩
試料での評価可能な時間スケールは 10～20万年程度と推定される。また，花崗岩と同じく日本の地下に
多く存在する堆積岩は，花崗岩に比べ放射性元素濃度が低い傾向にあるため，より長い時間スケールで

評価できる可能性がある。

(4) 主な成果と課題

本研究では，東濃地域と六甲山地で掘削されたボーリングコア（地温はそれぞれ，22.7～43.8°C と 23～
38°C）を用いて侵食速度が遅い地域に対するカリ長石の multi-OSL 熱年代法の適用性を検討してきた。
その結果，カリ長石の IRSL 信号から復元した古地温と現在温度を比較することで，侵食が緩慢であるこ
とを評価できることが示された。IR50信号の適用温度は約 40°C以上，IR100，IR150，IR225信号の適用温度

はそれ以上（少なくとも約 44°C 以上）と考えられる。熱安定性（侵食）評価の時間スケールは，試料の
IRSL 信号の飽和値と周囲の放射線量率にもよるが，花崗岩試料においては 10～20 万年程度と推定さ
れる。また，等温環境を前提とする古地温復元解析の妥当性を補強するために，逆モデリングによる熱史

推定（詳細は令和 2 年度までの報告書を参照）の結果とクロスチェックを行い，統合的に熱史・侵食史を
評価することが有効と考えられる。

OSL 熱年代法の課題としては，未だ適用事例が少ないこと，また，それにともない手法の適用条件・適
用限界の詳細が明らかになっていないことや，技術の体系化ができていないことが挙げられる。そのため，

OSL 信号の熱安定性評価等の基礎研究や，様々な地形・地質・テクトニクス条件の地域を対象とした
OSL熱年代法の適用事例の蓄積を進め，本手法の高度化，体系化及び信頼性の向上を図ることが必要
である。
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図 2.3.2-1 様々な ITL組合せを用いて復元したMIZ-1 コアと甲山コアの古地温
黒の実線は現在の温度を示す。MIZ-1 コアのデータは Ogata et al.（2022）10)より引用している。
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図 2.3.2-2 190～250°Cの ITL組合せを用いて復元したMIZ-1 コアと甲山コアの古地温
縦軸（深度）については，MIZ-1 コアは垂直深度，甲山は掘削長を表す。MIZ-1 コアのデータは Ogata 

et al.（2022）10)より引用している。
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2.3.3 フィッション・トラック（FT）年代測定技術

(1) はじめに

地層処分における地質環境の長期安定性に関して，地質学的時間スケールにおける隆起・侵食評価

や，断層の活動性評価，熱水活動の制約等に寄与する手法開発や応用研究の蓄積は重要である。FT
年代測定に代表される熱年代解析は，年代測定法によって得られた年代値と，測定法・鉱物の組み合わ

せに固有な閉鎖温度に基づいて，岩石や鉱物の温度－時間履歴（熱履歴）を推定する手法である。した

がって，高精度な熱履歴の復元や適用範囲の拡大，分析の効率化を目指すことで，ひいては地質環境

の長期安定性評価に貢献できると期待される。FT 法は，絶縁性固体におけるウラン-238（238U）の自発核
分裂現象によって結晶格子に形成される線状損傷を計数し，ICP-MS等による U濃度の測定によって年
代測定が可能である。FT 法において，世界で広く実用化されている対象鉱物の閉鎖温度は，アパタイト
で 100 ℃前後（例えば，Ketcham et al., 19991)），ジルコンで 300 ℃程度（Ketcham, 20192)）である。また，

他の熱年代法にない特長として，加熱によって FT の長さが短縮・消滅するアニーリングと呼ばれる現象
を利用し，年代測定と FT の長さ分布の測定を併用して専用のソフトウェア（HeFTy：Ketcham, 20053)；

QTQt：Gallagher, 20124)）で計算することにより，高精度に熱史を制約できる。効率的な FT年代測定及び
FT長計測のために，土岐地球年代学研究所では，本邦唯一となる FT自動計測装置（Autoscan Systems
社製 Trackscan Plus Professional）を所有し，FT 分析の運用に活用している。地質試料に対する継続的
な応用研究の蓄積のみならず，新たな対象鉱物の検討，分析装置の高度化，現行の前処理方法の改良

等を進めることにより，FT分析のさらなる効率化及び応用可能性の拡大が期待できる。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

FT 法では，主にアパタイトやジルコン，チタナイト，火山ガラスを対象としており（Hurford, 20195)），これ

らに基づく応用研究は世界的にも盛んである。一方で，新たな鉱物についての基礎研究についても進め

られており（末岡ほか, 20216)），より閉鎖温度が低温であると期待されるモナザイト（Jones et al., 20197⁾, 
20218)）や，苦鉄質岩中のバデレアイト等の FT 年代測定の適用範囲を拡大できる可能性がある。特に，
新たな対象鉱物としてモナザイト FT 法の実用化を目的とした基礎研究（例えば，Weise et el., 20097); 
Jones et al., 20198); 20219)）が進められつつある。この手法は，閉鎖温度が 25~45℃程度と極めて低温領
域であるため，1~2 km 以浅の地殻表層の隆起・侵食履歴の復元や，より最近の断層運動の活動性評価
など，これまでの熱年代法でアプローチが困難だった温度・時間領域の推定が可能になると期待される。

また，FT 法に基づく地質試料の熱年代分析では，地質試料採取，粉砕・鉱物の抽出，分析の前処理，
FT の計数，U 定量といった流れで分析を行い，得られた FT 密度と U 濃度のデータに基づいて年代値
を取得する。2010 年頃から画像解析法による FT の自動計測が実用化され，代表的な装置として豪・
Autoscan Systems 社の Trackscan が世界的にも普及しており，これまでのマニュアル作業に比較して FT
計数における飛躍的な効率化が実現された。Trackscan Plus Professionalでは，ソフトウェアによる顕微鏡
の制御と画像処理技術により，観察領域の自動的な疑似三次元像の撮影と，FT構造の自動認識が可能
となっている（Gleadow et al., 201910)）。ただし，ジルコン等の一部の鉱物については，結晶の透過率と撮

影した FT の明度の関係で，FT とバックグラウンドのコントラスト比がアパタイトよりも小さくなり，FT構造の
自動認識は大きな不確実性を伴う。現状では，粒子画像の自動撮影までを他の鉱物同様に実施し，あと

は手動でFTの識別・計数を実施しているが，ジルコンについても自動認識の高精度化が可能になれば，
分析時間の圧倒的な効率化を図ることが可能となる。また，分析の効率化を検討可能な余地として，FT
年代測定の前処理作業が挙げられる。FT 年代測定では，対象鉱物の高精度な鉱物分離や，樹脂・テフ
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ロン材への包埋，一定深度までの研磨等を経て，酸やアルカリ等の化学処理（エッチング）を行う必要が

ある。これらの分析手順は既に確立している（Kohn et al., 201911)）が，効率化を目指すためには重鉱物の

精選方法や新たな包埋材の検討，研磨作業の改良等が挙げられる。

このような背景から，第 4 期中長期目標期間においては，FT 法における新たな対象鉱物の確立に向
けた基礎実験や，自動測定装置の画像処理技術の高度化，前処理法の再検討の主に 3 項目について
実施した。これにより，FT法の測定対象の拡大や分析の効率化を図る。

(3) 実施内容・結果

① 新たな対象鉱物についての技術開発

新たな FT 法の対象鉱物の潜在性があるモナザイトやバデレアイトについて，両鉱物における先行研
究で検討されたエッチングレシピをもとに FTが確認できるか検証を行った。まず，モナザイトについては，
岩石試料から抽出するための鉱物分離法と，FT観察のためのエッチング条件について検討を行った。モ
ナザイトは一般的に比重 5 g/cm3を超える重鉱物であるため，一般的な重鉱物分離法を用いることで石英

や長石といった軽鉱物からの分離が可能である。しかし，モナザイトはジルコンやチタナイトといった他の

重鉱物と色や晶癖が似ている場合があり，これらの鉱物からの分離法は未確立であった。本研究ではモ

ナザイトが弱い磁性を示すことに着目し，磁性の異なる 2種類の磁石を用いることで，従来よりも高精度に
モナザイトを分離する手法を検討した。検討に用いた試料は先行研究でモナザイトの産出が報告されて

いる氷上花崗岩（ca. 450 Ma，下条ほか，201012)），荷尾杵花崗岩（ca. 135 Ma，Tsutsumi, 202213)），木部

花崗岩（ca. 98 Ma，Skrzypek et al., 201614)），柳生花崗岩（ca. 75 Ma，沢田・板谷，199315)），武節花崗岩

（ca. 80～70 Ma，Takatsuka et al., 201816)），洞爺イグニンブライト（ca. 0.1 Ma，Ito, 201417)）である（括弧内

は形成年代）。試料は京都大学が別の研究のために過去に採取したもののほか，東京大学や富山大学

から提供されたものを用いた。これらの試料に対し粉砕，水簸，ふるい掛け，椀掛け処理を行い，重鉱物

を濃集した。その後フェライト磁石とネオジム磁石を用いて，強・弱磁性鉱物を分離した。残った非磁性鉱

物フラクションについてはポリタングステン酸ナトリウム（SPT）溶液（比重 3.0 g/cm3）とジヨードメタン（比重

3.3 g/cm3）を用いた重液分離処理を行い，軽鉱物と重鉱物を分離した。分離された各フラクションよりモナ

ザイトと思われる粒子をハンドピック後，樹脂マウントへの埋め込み，研磨，炭素蒸着処理を行い，土岐地

球年代学研究所設置のエネルギー分散型 X 線分析装置を用いて鉱物種の同定を行った。検討に用い
た岩石試料のうち，荷尾杵花崗岩以外の 5試料からはモナザイトが分離された。モナザイトはいずれの試
料においても弱磁性フラクション中に発見され，それ以外のフラクションからは発見されなかった。また，

モナザイトと混同されやすいジルコンやチタナイトは弱磁性フラクション中にほとんど含まれなかった。この

ことからモナザイトの分離にはフェライト磁石とネオジム磁石を用いた磁性分離が有効であることが明らか

になった。また，今回用いた試料の中で最も若い年代である洞爺イグニンブライト中のモナザイトは無色

透明であり，他の古い地質試料中から産する典型的なモナザイトとは外観が異なることが新たに確認され

た。したがって，洞爺イグニンブライト中のモナザイトは混同しやすい他の鉱物との肉眼での識別が難し

い。今後は様々な年代や化学組成のサンプル間で外観や結晶形状などの情報を集積・比較しつつ，確

実かつ効率的なモナザイトの抽出条件や識別方法についても検討していく。

次に，モナザイト FT のエッチング条件は試薬や温度，加熱時間に至るまでこれまで複数の検討例が
報告されていたが，Jones et al. (2019)7)により 6M HClを用いて 90℃の温度条件で 60~90分間のエッチ
ングを行うことが好ましいとされた。一方 Jones et al. (2019)7)はモナザイト粒子ごとにエッチングの進行速

度に差異を認めており，原因を粒子ごとの U 濃度と，それによる放射線損傷の蓄積度合の違いに求めた。
Jones et al. (2019)7)で実験に用いられたモナザイトは U濃度が高く（約 5,000 ppm），かつ非常に古いため
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（約 370 Ma），放射線損傷の影響を強く受けていることが予想される。そのため，今後モナザイト FT 法を
未知試料に適用するためには，様々な年代のモナザイトを用いてエッチング条件をさらに検討する必要

がある。本研究では前述の試料のうち木部花崗岩，柳生花崗岩，洞爺イグニンブライトより抽出されたモ

ナザイトを用いて，エッチング実験を行った。まず Jones et al. (2019)7)により提案された 6M HClを用いた
エッチング実験を行った。90℃の温度条件で 60 分間エッチングを行ったところ，木部花崗岩と柳生花崗
岩のモナザイトには FTが観察され，洞爺イグニンブライトのモナザイトには FTが観察されなかった。その
後段階的に追加のエッチングを行い，木部花崗岩は 90分で，柳生花崗岩は 120分で最も細い FTの径
が一定の太さに達したため実験を終了した（図 2.3.3-1(a), (b)）。洞爺イグニンブライトのモナザイトについ
ては 240分でFTと思しき線状組織がかすかに観察されたが，十分な太さに達しなかった（図 2.3.3-1(c)）。
Jones et al. (2019)7)が指摘しているように，放射線損傷の蓄積がエッチング速度に関係しているとすると，

洞爺イグニンブライトは極端に形成年代が若い（放射線損傷が極めて少ない）ために，他の試料のように

エッチングが進行しなかったと解釈できる。柳生花崗岩や洞爺イグニンブライトのエッチング実験の結果

から，先行研究で示されたエッチング時間が一部の試料に対しては不十分であることが明らかになった。

今後，様々な条件の未知試料にモナザイト FT法を適用する上で，試薬や温度条件，時間，エッチングの
終了条件を再検討し，より汎用的なエッチング条件を確立する必要がある。

バデレアイトについては，檀原ほか（1999）18)で検討されているエッチング条件での追検証を行い，FT
が実際に観察されるか検証を行った（中嶋ほか，202219)）。使用したバデレアイトは，京都フィッション・トラ

ックの檀原徹 博士から提供いただいたロシア産バデレアイトを用いており，U-Pb年代が約 1.5 Ga と報告
されている試料を用いた（檀原ほか，199918)）。まず 228℃の NaHO-KOH 共融液で 3～12 時間エッチン
グさせた結果，研磨痕の出現と拡大が観察される一方で，FTは検出できなかった（図 2.3.3-2：中嶋ほか，
202219)）。同様に，20℃の 40%HF で 0.5～20時間のエッチングも試みたが同様に FT は観察されなかっ
た（図 2.3.3-2：中嶋ほか，202219)）。これらのエッチング条件で FTが観察されなかった原因として，中嶋ほ
か（2022）19)は以下の 3 つの可能性を指摘している：①FT 密度が極端に低い，②FT が実験中に熱アニ
ールされている，③何らかの理由でバデレアイトの FTが選択的にエッチングされづらい。今後はこれらの
可能性の排除のために，モナザイト表面にイオン照射を行って人工のイオントラックを作成してから，同様

のエッチングを試みる予定である。また，バデレアイトのエッチングについて，様々な試薬や温度時間条

件でのエッチングを試み，年代や化学的特性の異なる他のバデレアイトについても検討を継続したい。

② ジルコンにおける FT自動計測についての実用化

Trackscan Plus Professionalにインストールされているソフトウェアを用いた，ジルコンの自動測定を実施
可能とするために複数の検討を行った。ジルコンは，高温かつアルカリのエッチャントに浸漬させるため，

基本的には高温及び薬品耐性の高いテフロンへの包埋が原則となっており，包埋材の変更は検討しな

かった。今回は従来と同様の条件で前処理を行い，Trackscan Plus Professionalの撮影・画像解析の条件
を変更することで自動計測が可能になるかどうかを検証した。結論としては，従来法と画像解析結果がほ

とんど変わらず，自動計測の実用化には至らなかったため，本項目については今後も引き続き検討を行

う予定である。

③ 前処理技術等の高度化

FT 法の前処理技術の高度化や改良について検討を行った。まずは，従来から実施している重鉱物の
抽出のための重液分離について，一般的に活用されている試薬や器具ではあるが，土岐地球年代学研

究所での鉱物分離作業のさらなる効率化のために SPT 重液（檀原ほか，199220)）に加えてジヨードメタン

とネオジム磁石を導入した。ジヨードメタンは比重が 3.3 g/cm3 と比較的高く，主に非磁性フラクションから

アパタイトとジルコンを分離する場合に用いる。ただし，有毒性の高い物質であることや，光分解する性質
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のため，局所排気装置内での使用や，冷暗所での保管を徹底する必要がある。また，ネオジム磁石は，

鉱物フラクションに使用することで磁性と非磁性のフラクションに分離することができ，非磁性のアパタイト

やジルコンを含むフラクションからヘマタイトや黒雲母などの不要な磁性鉱物の除去や，フェライト磁石と

併用することで弱磁性を有するモナザイトを分離する際に活用できる。これにより，簡便かつ高効率の鉱

物分離が実施可能になった。次に研磨作業について，従来はダイヤモンドペーストを塗布した研磨シート

上を回転研磨盤で動かし，研磨を行っていた。ただし，荷重を定量的に設定できないことや，ダイヤモン

ドペーストの粒度を変える際に，マウントの超音波洗浄が必要なため，作業に比較的時間がかかることが

懸念点であった。今回は，3 µm，2 µm，0.5 µmの 3種類の粒度のダイヤモンドラッピングフィルムを導入
した。ダイヤモンドラッピングフィルムは，研磨面に細かいダイヤモンドが固定されている研磨シートで，手

動で研磨をする必要性はあるが，ダイヤモンドペーストを用いる研磨よりも研磨部の接触面積が広いため

効率的に研磨できるという利点がある。結果として，より短時間で研磨作業を終えることができ，効率化で

きることが分かった。今後の展開として，UV レジンやアクリル樹脂などの新たな包埋材を使った前処理法
についても検討したい。

(4) 主な成果と課題

令和 4年度の成果として，超低温領域の熱年代法であるモナザイト FT法に必須であるモナザイトの鉱
物分離法とエッチングの有効性が確認できた。土岐地球年代学研究所におけるモナザイト FT 法の整備
までは，若い試料におけるエッチング条件やウラン濃度測定法の確立が必要であり，今後も検討を継続

していきたい。ジルコンにおける FT 自動計測についての実用化については，令和 4 年度中は有効な手
段を発見することができなかった。一方，新たにモナザイトの FT 観察が可能になってきたため，ジルコン
と併せて画像処理の条件や包埋材の選出などの検討を継続したい。前処理技術等の高度化では，ジヨ

ードメタンやネオジム磁石を用いた鉱物分離法の導入により，より高効率での年代測定鉱物の抽出が可

能となってきている。また，研磨作業の改善については，複数の粒度のダイヤモンドラッピングフィルムを

用いることで，研磨作業を迅速に行うことができることを見出した。今後は，新たな包埋材を用いた検討を

行う予定である。

- 69 -

JAEA-Research 2023-005



図 2.3.3-1 エッチング後のモナザイトの顕微鏡画像
エッチング実験は Jones et al. (2019)7)に倣って 90℃の 6M HClで加熱を行った。(a): 90分エッチング

後の木部花崗岩のモナザイト。(b): 120分エッチング後の柳生花崗岩のモナザイト。(c): 240分エッチング
後の洞爺イグニンブライトのモナザイト。

(a) (b)

(c)
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図 2.3.3-2: エッチング後のバデレアイトの顕微鏡画像（中嶋ほか，202219)）

上：NaOH-KOH共融液を用いた段階エッチング結果。下：HFを用いた段階エッチング結果。
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2.3.4 加速器質量分析技術

(1) はじめに

地質環境の長期安定性に関する研究の着実な実施と，処分事業・安全規制への成果の反映を進める

ため，土岐地球年代学研究所で実用化した最先端の年代測定技術等をさらに高度化し，それらの適用

範囲を拡大していくことが重要である。加速器質量分析法（AMS：Accelerator mass spectrometry）では天
然に存在する炭素-14（14C），ベリリウム-10（10Be），アルミニウム-26（26Al），塩素-36（36Cl），ヨウ素-129
（129I）等の極微量の放射性同位体を計測することが可能である。AMS は地質試料の年代測定や地下水
の供給源推定等に有効な手法の一つである。土岐地球年代学研究所では，過去数千～数千万年間を

対象とした年代測定の重要性が増すこと想定し，10Be，14C，26Al，129I 等の複数の長半減期放射性核種
の年代測定が可能となる AMS装置 2台（JAEA-AMS-TONO-5MV；NEC社製 15SDH-2 1997年設置
（Xu et al., 20001)），JAEA-AMS-TONO-300kV；HVEE 社製 4103Bo-AMS 2019 年設置（Fujita et al., 
20222)）を導入し，年代測定に利用している（Saito-Kokubu et al., 20233)）。さらにルーチン的な年代測定

だけでなく，年代測定法の高度化も重要であり，JAEA-AMS-TONO-5MVにおいては地下水の滞留時間
の推定を目的とした 36Cl年代測定法の実用化を目指している。36Cl年代測定法のための技術開発では，
すでに試料調製法や測定法等に係る文献レビューに着手しており，標準試料の前処理及び試験測定を

一通り行った結果，1×10-13 程度は測定が可能であることを確認している。しかし，未知試料の年代測定

を行うには未確立の点が多く，本中長期計画においては，標準試料中の硫黄を除去するための前処理

法の検討及び装置の技術開発を実施する。

上記の技術開発に加え，AMS 装置を小型化することを目標にする研究も進めている。現状 14C 年代
測定法においては，市販の AMS 装置としては加速電圧 200 kV が最小の電圧であるが，加速電圧をイ
オン源の引き出し電圧のみとした超小型 AMS 装置の開発に向けて技術開発を実施している。また，36Cl
年代測定法においては一般的に加速電圧 6 MV以上が必要といわれているが，それよりも小さい加速電
圧で精度よく測定するための技術開発を進めることで，AMS 全体の小型化を推進することができ，年代
測定技術に関する新たな知見の蓄積が期待される。さらに，年代測定結果の精度を維持するためには，

装置の改良に加えて，保存状態の良い地質試料の確保と様々な地質試料に適応可能な試料の前処理

手法の改良が求められる。本研究では，試料の選定に必要な化学分析手法の高度化も同時に進める。

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景

宇宙線は大気中の元素や地表物質と反応し，さまざまな放射性核種を生成する。そのような反応で生

成した宇宙線生成核種を用いた年代測定法は，岩石の露出年代や地下水年代の推定に有用な手法で

ある。AMS では岩石の露出年代等を推定するため，宇宙線によって表層の岩石や土壌に含まれる石英
中に生成する 10Be と 26Alの蓄積量を定量し，組み合わせることで，より精度の高い年代推定を可能にす
る。また，36Cl と 129I年代測定法は地下水の滞留時間等の推定が可能であり，14C年代測定法より古い年
代を測定できるため，これらを組み合わせることにより幅広い年代を精度よく測定することが可能となる。

現在，国内で 10Be，14C，26Al，129I 等の AMS の多核種測定を実施できる施設は，同規模の加速器を有
する東京大学タンデム加速器研究施設（MALT：Micro Analysis Laboratory, Tandem Accelerator）
（Matsuzaki et al., 20204)）及び筑波大学（Sasa et al., 20185)）に限られている。また 129I測定については上
記に加え，JAEA-AMS-MUTSU においても測定が可能であるが，原子力機構内における 129I 測定の需
要も高まっていることから，AMS を用いた年代測定の高度化及び多核種の技術開発を目指す本計画の
意義は大きい。
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一方，ボーリングコアなどの地質試料の 14C 年代測定では，可能な限り多くの試料を確保し，測定点の
空間分解能を高くすることで，より確実な年代軸の構築が可能となる（Nara et al., 20226)）。しかし，試料量

の不足により連続データの取得が困難となるケースが多い。特に，14C年代測定の対象となる有機物は地
層中で分解が進むことから，植物片などの原形を維持する質の良い試料の確保が課題となる。解決策と

して，従来法に比べてより少量での 14C 年代測定を実用化させることが有効である。加えて，試料前処理
の自動化を同時に進めることで，効率的な連続データの取得につながると期待される。第 3 期中長期目
標期間においては市販の自動グラファイト調製装置（IonPlus 社製 AGE3（Automated graphitization 
equipment 3））の最適化を進め，試料前処理を自動化し，測定実績を蓄積させるとともに，従来法の試料
量と比べて約 20分の１となる炭素量約 50μgでの少量試料の 14C年代測定を実施した（Watanabe et al., 
20217)）。試料量を減少させることで，前処理などの際に混入するわずかな炭素汚染の影響が相対的に

大きくなる。少量試料での測定時の炭素汚染の評価と低減，ブランク補正，測定結果の安定化等が今後

の課題となる。また，試料の選定に必要な化学分析手法の高度化については，可搬型蛍光エックス線分

析装置（pXRF：portable X-ray fluorescence spectrometry system）等の測定元素や対象試料の拡大のため，
天然試料への適用実績の蓄積を着実に進めることが重要である。

(3) 実施内容・結果

超小型AMS装置の実用化に向けた技術開発として，装置の組上げとアライメントを行い，超小型AMS
装置を構成する表面ストリッパーとして使用している KCl結晶表面を用いた表面散乱実験を行った。C-を

KCl 結晶に微小角度で入射後，鏡面反射した粒子を静電ビームディフレクターによって価数で分離し，
マイクロチャンネルプレートを用いてビームプロファイルを観測することで荷電変換の割合を算出した。さ

らに，荷電変換後の正イオンのビーム調整を行い，分析電磁石の下流での解離片の検出や比例計数管

を用いたイオン検出を確認した。

開発中の 36Cl年代測定法については，前処理法の最適化の検討を実施した。図 2.3.4-1 の左に既存
の未知試料の前処理工程の一部を示す。未知試料の前処理では，妨害元素である硫黄の除去方法の

検討のために，塩化銀を溶解した後，硝酸バリウムを入れて，硫黄除去しているが，今まで標準試料には

この工程を入れていなかった。そのため今までどおりの前処理法（通常；N）と硝酸バリウムを入れた工程
（Ba 法による S 除去工程；Ba）と硝酸バリウムを過剰に入れた工程（Ba 法による S 除去工程に Ba(NO3)2

を追加）の硫黄量を比較することとした。試料は標準試料（Sharma et al., 19908)）である STD4-1 （S4-1；
36Cl/Cl=1.000e-11），STD5  （S5；36Cl/Cl=5.000e-13），36Cl がほとんど入っていない試薬であるブランク試
料（Fisher chemical 製；BLK； 36Cl/Cl=5.000e-14）を使用した。今までどおりの前処理を実施した STD4-1
の硫黄量の平均を 100 としたときの結果（S4-1）を図 2.3.4-2 に示す。これより硫黄除去工程をはさんだ方
が硫黄量が下がっていることが分かる。しかしオーダーが変わるほどの減少量とはならなかった。これは

反応過程の順番や反応温度，反応時間など改善の余地があることを示していると考えている。

また，元素分析装置に自動グラファイト調製装置を接続した EA-AGE3 を用いて，炭素量約 50μg で
の少量試料の 14C年代測定を実施した。今回の試験では国際標準試料を用いて少量試料での 14C年代
測定時の炭素汚染の評価とバックグラウンドの安定化を試みた。国際標準試料として，NIST-SRM-4990C
（シュウ酸），IAEA-C1（炭酸塩），C4（木片），C5（木片），C6（スクロース）及び C7（シュウ酸）を用いた。秤
量後の試料を事前に 500℃でベーキングした銀カプセルに包み，ヘリウムガスでパージされたオートサン
プラーを用いて試料を EAへ導入した。試料中の炭素は EA内の燃焼炉で酸化銅及び酸素ガスにより酸
化され，燃焼炉内で発生した試料由来の二酸化炭素をキャリヤーガス（ヘリウム）にとともに AGE3へ導入
した。次に，AGE3 内のゼオライトトラップで単離された試料由来の二酸化炭素を，鉄粉を触媒として水素
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ガスにより還元することで AMS 測定用のグラファイト試料を調製した。AMS 装置による IAEA-C1 の繰り
返し測定結果は 2.0 ± 0.1 pMC及び 2.1 ± 0.1 pMCであり，ブランク補正に必要な安定した値を得る
ことができた。NIST-SRM-4990C（9試料）の測定結果は 134.1 ± 0.5 pMCであった。IAEA-C4，C5，C6
及び C7 については，不確かさの範囲内（±１σ）で測定結果と既報値とが一致し，先行研究（Watanabe et 
al., 20217)）と比べて大きく改善した。AMS 装置のコンディションの維持及びビーム調整の最適化により，
安定した測定結果を得ることができた。

pXRF の適用範囲の拡大のため既報の天然試料である津波堆積物（Watanabe et al., 20219); 202210)）

の測定を実施した。令和 4 年度は静岡平野の堆積物試料中の主成分及び微量成分の定量分析を新た
に実施した。本研究では，静岡平野の大谷低地で採取された 6本のボーリングコア試料（各試料長さ約 8 
m）及び同地域の砂浜表層試料の定量分析を行った。得られたデータから約 1000 cal BP，約 3500 cal BP
及び約 4000年 cal BPの津波堆積物の地球化学的な特徴について検討した。加えて，従来の大型の蛍
光エックス線分析装置により得られている既報値（Watanabe et al., 20219); 202210)）と比較し，pXRFによる
津波堆積物の分析手法の妥当性について評価した。pXRF による定量分析結果の大部分は既報値とよ
く一致した。したがって，本手法は静岡平野の堆積物試料にも適用可能であることが示された。pXRF を
適用することで，1 試料あたり約 2 分で試料中の 28 元素の定量値を得ることが可能である。本手法を用
いて継続してデータを蓄積していくことで，津波堆積物の簡易的かつ迅速な化学的特徴の抽出や地球

化学的判別へ貢献できることが示唆された。

(4) 主な成果と課題

AMS装置の小型化に向けた技術開発については，装置の組上げとアライメントを終え，KCl結晶表面
でのイオンの鏡面反射を確認し，最終検出部までイオンビームを輸送することができた。今後，荷電変換

効率の向上を期待して，テルル化スズを KCl結晶表面に蒸着して表面散乱実験を実施する。また，最適
な測定パラメータの探索，表面散乱過程のモデル構築などを進め，超小型 AMS装置 による 14C測定の
原理実証に向けた取り組みを行う。さらに， 14C測定の検出限界の確認を行う。並行して表面ストリッパー
の耐久性向上に向けた試験を進める。

36Cl 年代測定法の実用化及び先進技術の開発については，前処理の改善として硫黄除去工程を標
準試料にも適用し，硫黄の除去率を検討した。減少量はオーダーで減るものではなかったため，今後反

応過程の順番や反応温度，反応時間などの改善や，塩化物塩の析出方法の再検討を行う予定である。

試料前処理技術等の高度化については，少量試料での 14C年代測定について，6種類の国際標準試
料による試験測定を実施した。炭素量約 50 μgでの試験測定では，不確かさの範囲内（±１σ）で測定結
果と既報値とが一致した。また 14C を含まない炭酸塩試料によるブランク値の試験においても安定した結
果（2.0-2.1 pMC）が得られた。今後は継続して試験測定を実施し，さらに少量（約 20〜30 μg）での測定に
必要な前処理条件の検討を進める。また，pXRFについては，静岡平野の津波堆積物（約 3500 cal BP及
び約 4000 cal BP）に適用させ一部の元素について既報の値とほぼ同様の結果が得られた（Watanabe et 
al., 20219); 202210)）。今後は，標準試料等を追加し，測定元素及び対象試料の拡充を継続して進めてい

く。
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図 2.3.4-1 塩素の前処理工程の一部と比較した試料一覧

図 2.3.4-2 塩素の標準（STD4-1）の既存の前処理時の硫黄量の平均を 100 としたときの硫黄量の割合
試料名は標準試料の種類_前処理工程_測定番号を表す。なお Ba法による S除去工程を含んだデー

タは赤丸で示している。
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